
社会資本整備審議会環境部会・交通政策審議会交通体系分科会環境部会 

第１６回合同会議 

平成２３年７月１１日 

 

 

【永田交通環境・エネルギー対策企画官】  ただいまから社会資本整備審議会環境部会

及び交通政策審議会交通体系分科会環境部会の第１６回合同会議を開催させていただきま

す。委員の皆様方には大変お忙しいところをお集まりいただきまして、まことにありがと

うございます。 

 それでは、まずお手元の資料の確認をさせていただきます。議事次第、座席表、委員名

簿、有識者ヒアリング出席者名簿、そのほか資料１、２、３、資料３の別添、及び参考資

料１から３を用意しております。漏れている資料がございましたら、お知らせいただきま

すようお願いいたします。 

 本日は交通政策審議会委員の改選がございましたので、委員のご紹介をさせていただき

ます。麦田耕治委員でございます。 

【麦田委員】  ただいま紹介いただきました日通総合研究所の麦田といいます。よろし

くお願いします。 

【永田交通環境・エネルギー対策企画官】  本日は社会資本整備審議会環境部会総員１

６名中９名、交通政策審議会環境部会総員１６名中１０名がご出席の予定でございまして、

社会資本整備審議会令第９条第３項及び交通政策審議会令第８条第１項による定足数を満

たしておりますことをご報告いたします。 

 本合同会議の議事は公開とした上で、議事録については委員の皆様方にご確認いただい

た後、会議資料とともに国土交通省ホームページにおいて公開することとなっております

ので、あらかじめご了承願います。 

 それでは、本日の議事に移らせていただきたいと存じます。 

 まず、両部会長の選任についてお諮りいたします。社会資本整備審議会と交通政策審議

会では、任期満了に伴う改選が行われておりますので、改めて部会長の互選を行う必要が

ございます。委員の皆様のご異存がないようでしたら、引き続き原田委員、佐和委員にそ

れぞれ部会長をお願いしたらいかがと存じますが、いかがでございましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 
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【永田交通環境・エネルギー対策企画官】  ただいま、ご異議なしというご発言をいた

だきましたので、原田委員、佐和委員に引き続き部会長をお引き受けいただきたいと存じ

ます。 

 この合同部会の座長は、社会資本整備審議会環境部会の部会長、交通政策審議会環境部

会の部会長に交互にお願いしておりますが、今回は原田部会長に座長をお願いしたいと存

じます。それでは、以後の議事進行について、原田部会長、よろしくお願いいたします。 

【原田部会長】  それでは、これより私のほうで議事を進めさせていただきたいと思い

ます。 

 まず、議事に先立ちまして、小泉政務官よりごあいさつをよろしくお願いいたします。 

【小泉大臣政務官】  ただいまご紹介いただきました国土交通大臣政務官の小泉俊明で

あります。本日、この合同会議開催に当たり、大変ご多忙の中をご参集いただきましたこ

とに、厚く御礼を申し上げます。 

 東日本大震災の発生から、本日で４カ月となります。国土交通省といたしましては、被

災地のインフラの復旧、応急仮設住宅の建設などの取り組みを全力で進めているところで

あります。また、今回の震災により、発電施設の損壊による電力制約が発生しており、節

電についても関係業界の要請に加え、国土交通省自身の使用電力削減にしっかり取り組ん

でいるところであります。先週６日に開催されました本審議会計画部会では、「津波防災ま

ちづくりの考え方」に対する緊急提言が出され、その中で環境との調和の視点について盛

り込まれたところであります。 

 今回、本会議におきましても、東日本大震災からの復旧、復興に当たって、環境面で考

慮すべき事項について、より深いご議論をいただければと考えております。地球温暖化対

策につきましては、電力制約の問題の先行きが不透明な状況ではありますが、運輸・家庭

部門での省エネ対策、自然再生エネルギー拡充等の新エネルギー施策について、国土交通

省の果たす役割は大きくなるものと考えており、本日は住宅・建築分野の有識者からご意

見を伺うこととしております。東日本大震災を踏まえた今後の国土交通省の地球温暖化対

策や、復興に当たっての環境面からの視点等につきまして、委員の皆様の忌憚のないご意

見をお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

【原田部会長】  小泉政務官、ありがとうございました。 

 では、１番目の議題であります中期的な国土交通省の地球温暖化対策について、ご議論

いただきます。 

 -2-



 資料１について、住宅生産団体連合会よりご説明をお願いいたします。 

【住宅生産団体連合会（能勢）】  住宅生産団体連合会、環境委員長の能勢でございます。

このような場をいただきまして、まことにありがとうございます。 

 本日の住宅業界の温暖化対策につきまして、私と専務理事の佐々木でご紹介させていた

だきたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

 まず資料の、１ページめくっていただきまして、目次を除きまして３ページ目から説明

させていただきたいと思います。 

 「住宅に係わるエネルギーの消費について」、住宅のライフサイクルにおけるエネルギー

消費ということでございますけれども、住宅のエネルギー消費は、住宅のライフサイクル

全体でとらえる必要があると思っております。住宅のライフサイクルは図のように、資材

段階、建築段階、使用段階、それから解体段階、再生、処理・処分段階と、すべての段階

でエネルギーが消費されることになります。その中で、建設段階におけるＣＯ２の排出の

割合はと申しますと、ライフサイクル全体の２％程度しかなく、対照的に使用段階、つま

り住生活の割合は８７％と、ライフサイクル全体のＣＯ２排出量のほとんどを占めており

ます。ちなみに、建設段階のＣＯ２排出量で最も大きな比率を占めるのは作業員の移動に

よるもので、図のように５７.１３％となっております。 

 次のページをおめくりいただきまして４ページでございますけれども、家庭の用途別Ｃ

Ｏ２排出量ということでございますが、そこで使用段階である家庭の年間用途別ＣＯ２排出

量の推移を見ますと、暖房や給湯の数値はほぼ横ばい状態で、冷房についても極めて低い

水準でとどまっていますが、照明・家電に顕著な増加が、年代別に増加してきております。 

 次のページをめくっていただきまして５ページでございますけれども、家庭の用途別Ｃ

Ｏ２排出量ということでございますが、そこで家庭の家電製品の保有状況を見ますと、ほ

とんどの家電製品の保有率が上昇しております。特にテレビやエアコンは一家に１台を通

り越しまして、１人１台の様相を呈しております。エネルギーを消費する家庭のライフサ

イクルの変化が如実にあらわれております。住宅にかかわるエネルギー消費についての全

体を通して、住宅を建てるときのエネルギー消費削減は大切でございますが、ライフサイ

クル全体の消費削減ポテンシャルで考えればその影響は小さいと言えると思います。実際

の生活におけるエネルギー消費の削減が重要になるということでございます。住宅生産者

が生活者のライフスタイルに及ぼし得る直接的影響には限界があるというのが実態でござ

います。 
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【住宅生産団体連合会（佐々木）】  それでは、Ⅱの「住宅におけるエネルギー対策につ

いて」のところから、私、専務理事の佐々木でございますが、ご紹介させていただきたい

と思います。 

 まず、住宅の使用段階でどのようなエネルギー消費削減策といいますか、そういった住

まいづくりの取り組みがあるかということでございます。もうこれはご案内のとおりでご

ざいます。まず左側にありますように、高気密・高断熱化を推進してエネルギーのロスを

減らしていくこと、右上にありますように、高効率の設備機器を採用することによりまし

て、例えば給湯用等のエネルギーをいかに削減するかということ、そしてこの中では例え

ば太陽光などの自然エネルギー、再生可能エネルギーの利用を住宅においてもいかに推進

していくかということ、そういったことが直接的には重要でございます。 

 それからもう一点、住宅業界として現在力を入れて取り組んでおりますのは、住宅の長

寿命化ということでございます。今までのように、どんどんつくり、どんどん壊すという

ような住宅の短いライフサイクルということではなくて、できるだけいい家をつくって長

くお使いいただくという長寿命化への取り組みを進めているところでございます。先ほど

ご説明いたしましたような住宅におけるエネルギー使用の実態に合わせまして、こういっ

たもろもろの対策を効率よく組み合わせていく、合理的に組み合わせていくという考え方

が非常に重要であろうと考えているところでございます。 

 それではそれぞれの対策について、現状についてご報告をさせていただきます。 

 ７ページへ参りまして、まず住宅の断熱構造化でございます。これはご案内のとおり、

住宅の断熱構造化につきましては、昭和５５年に最初の基準が当時の建設省によって定め

られました。その次、平成４年、平成１１年と順次基準の強化が行われてきたところでご

ざいます。旧基準、新基準、次世代省エネ基準と呼ばれているものでございます。この断

熱構造化の基準の例が、これはここに掲げてございますけれども、右上の棒グラフにござ

いますように、年間の暖冷房エネルギー消費量がどのように減るかということについては、

無断熱であれば５６ギガジュール、１戸当たり年間というものが、旧基準では３９、新基

準では３２、そして今の次世代省エネ基準では２２という形で効果があらわれるものでご

ざいます。それではこのような断熱構造化にどのように対応しているかということでござ

いますが、８ページのところにグラフでお示しをしてございます。 

 まず左側のグラフでございます。折れ線グラフですが、新築住宅における判断基準適合

率の推移ということでございます。２０００年以降の次世代省エネ基準への適合の状況で
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ございますが、２０００年には約３％であったもの、それが２００４年１５％になりまし

て、その後ほぼ横ばいでございました。２００９年からはエコポイントという制度により

まして、この割合が２６、３９と上昇してきたと見られるところでございます。現状でご

ざいますが、住宅エコポイントの申請状況を勘案いたしますと、この右側のグラフにござ

いますように、現在ではおおむね、適合率５ないし６割程度まで上昇しているのではない

かと、国土交通省のほうで推計をされておるということでございます。 

 ただこのエコポイント制度、ご案内のようにこの７月いっぱいをもって終了すると、７

月着工をもって終了ということでございます。その後の動向について注意が必要ではない

かと見ているところでございます。 

 次に９ページへ参りまして、高効率の設備機器に触れさせていただきたいと思います。

まず９ページが潜熱回収型給湯器、いわゆるエコジョーズ。それからガスエンジン発電給

湯器、コジェネでございますがエコウィル。こういったものの住宅における普及状況のグ

ラフでございます。ごらんのようにエコジョーズ、エコウィル合わせまして四十数万台、

年間普及するという状況でございます。 

 １０ページに参りまして燃料電池の普及状況、それからヒートポンプ式の給湯器、エコ

キュートの出荷台数の推移もそこにございますように伸びているところでございます。エ

ネファームについては将来のガス協会におけるこういった目標を掲げているという状況で

ございます。 

 これらを、先ほど申し上げましたように、断熱構造化とあわせて住宅業界としての普及

を図っているところでございます。 

 次に１１ページに参りまして、再生可能エネルギーの普及でございます。まず太陽熱温

水器、それからいわゆるソーラーシステムの設置状況でございます。これについては設置

数年間５万台、ソーラーシステムが１万強、それから太陽熱温水器５万強という設置数で

ございましたけれども、これについては結果として現在、太陽熱温水器が３万弱、ソーラ

ーシステムについては５千程度となっているところでございます。それから右側のほうに

太陽熱発電機、太陽電池の出荷状況でございます。これは住宅用、その他も含めてでござ

いますが、赤い部分が住宅用でございます。その部分については現在、年間８０万から９

０万キロワットの出荷があるところでございます。ただ、これについては２００５年に二

十数万キロワット出荷されたのが、その後補助金の削減等の影響を受けて減少し、そして

２００９年以降再び補助金の強化等、あるいは買い取り制度の導入等によりまして上向い
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てきているという状況でございます。 

 それから１２ページへ参りまして、先ほど申し上げました住宅の長寿命化でございます

が、長期優良住宅の認定状況ということでございます。平成２１年６月から運用が開始さ

れたものでございますが、新築の一戸建て住宅のうち、長期優良住宅として認定を受けて

いるものの割合は、大体２０％台で推移しているという状況でございます。累計で１７５,

０００戸の認定ということで、そのうち戸建てが１７２,０００戸ということでございます。 

 次に１３ページへ参りましてもう一点、住宅の断熱化、あるいは省エネルギー化につい

ての間接的便益について触れさせていただきたいと思います。住宅の断熱構造化について

は、直接的にはエネルギーの使用量、ＣＯ２の発生量の削減という効果があるわけでござ

います。それに伴う経済的な効果もあるわけでございますけれども、それに加えまして、

例えば快適性が向上する、あるいは健康上も非常に効果があるといったような間接的便益

というものが当然あるわけでございます。そういったものの相乗効果も当然図っていかな

ければいけないと考えているところでございます。ご案内の方もいらっしゃるかもしれま

せんが、一部の住宅メーカーの中にはこういった点についてもＰＲに努めているという事

例がございます。ただ、こういった間接的便益、いわゆるノンエナジー・ベネフィットと

言われるものについてはまだ十分に解明されていないといいますか、強調される段階に至

っておりません。今後これについてもう少しクローズアップした形で国民にＰＲしていく

ことが必要ではないかと考えているところでございます。 

 それでは今後、どのように住宅の温暖化対策を進めていくかということについて、１４

ページ以降、若干触れさせていただきたいと思います。まず、躯体と設備の省エネルギー

化でございます。それについてはまず、先ほど申し上げましたように、ＣＯ２の排出量削

減を図るためには、断熱構造化、それから設備の省エネルギー化ということをうまく組み

合わせていくことが必要であると考えております。どちらか一方だけではなくて、トータ

ルに基本的性能として進めていく必要があるということでございます。今後、この断熱構

造化について義務化等の議論があるわけでございますけれども、それに当たりましては十

分国民の理解が得られるような、客観的で実現可能な設定が重要な課題であろうと考えて

おります。また、国民の理解を得るためには、民生部門以外の産業部門、あるいは運輸部

門などとの取り組み、そういったものとの整合性も必要ではないかと考えているところで

ございます。 

 それからもう一点、住宅の建築に当たりましては、中小事業者の占める役割が大きいと
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いう点に注目する必要があると思います。そういった中小事業者の取り組みが可能なよう

に、そういったところが技術的にも対応できるように、講習会の実施や施工指導等のフォ

ローが極めて重要であると考えてございます。四角の中にありますように、普及促進のた

めの新たな支援制度の構築、あるいは支援機構を通じた低利融資の実施などの支援策がこ

の部分でも重要であろうと思います。 

 次に再生可能エネルギーの導入につきまして１５ページで触れさせていただきたいと思

います。今後、ＣＯ２の排出削減目標を達成するためには、いわゆる省エネルギーだけで

は限界があると考えております。再生可能エネルギーの導入によるライフサイクルカーボ

ンマイナス住宅、ＬＣＣＭ住宅というものの普及拡大が必要であろうと、こういったもの

に向けて技術開発、さらに普及拡大が必要であると考えております。そのために省エネに

加えて、創エネ・蓄エネという「省・創・蓄」３つの組み合わせで取り組んでいく必要が

あるということでございます。これをさらに効率よく進めるためには、住宅内のエネルギ

ー使用状況を見える化する、いわゆるＨＥＭＳ、ホームエナジーマネジメントシステムが

有効であると思いますし、またスマートグリッドのためにも住宅において各種のエネルギ

ーに対応するスマートメーターといったものも不可欠であろうと考えております。住宅業

界においても、こういった点の技術開発と普及に努力をしていきたいと考えているところ

でございますが、１５ページの右下にございますように、太陽光発電や燃料電池などの創

エネ機器への補助金の拡大、余剰電力の買い取り制度の拡大といったことが重要であろう

と思います。また、リチウムイオン電池などの蓄電池システム、ＨＥＭＳ、スマートメー

ターなどの新たなエネルギー関連機器に対する補助制度などの支援も重要であると思いま

す。それから、自然エネルギーを利用した家庭用の小型発電装置の開発・設置支援、ある

いはＬＣＣＭ住宅についての技術開発・普及に関する支援ということの取り組みをお願い

したいと考えております。 

 次に１６ページへ参りまして、もう一点、住宅の場合にはやはり既存ストックに対する

取り組みが極めて重要であるということを申し上げさせていただきたいと思います。ご案

内のように、毎年建つ新築住宅は現在では８０万戸程度でございます。一方で住宅は約５,

０００万戸のストックがあるわけでございまして、それについて既存住宅の省エネ化、こ

れについては新築に比べてはるかにハードルが高いわけでございますけれども、可能な限

り積極的な取り組みが必要であると考えております。規制措置というのはなかなかなじま

ないという状況でございますので、補助制度あるいは税制等を含めた支援による省エネル
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ギーリフォームの推進がさらに強化される必要があると考えております。 

 また、既存ストックの省エネ化については、単に省エネルギー対策だけではなくて、例

えば構造等の安全・安心を確保しながら長期にわたって有効に活用されるというものでな

ければならないということでございます。ご案内のように、現在でもまだ現行の新耐震基

準に適合していない住宅が１,０００万戸強あるわけでございまして、そういったものにど

のように取り組むのかということと一体として考えていく必要があるのではないかと思い

ます。 

 それから、ライフサイクル全体を通じた総合的取り組みということで、先ほど申し上げ

ましたように住宅の建設から、日々の暮らし、維持管理、廃棄・再利用に至るまで、全体

的な総合対策が必要であろうと考えております。また、長期優良住宅の建設推進はもとよ

り、住宅履歴情報の整備活用など、取り組んでいきたいということでございますし、また

広報活動、さらには居住者に対するエネルギー使用の見える化といったもののツールの普

及に取り組む必要があるというぐあいに考えてございます。 

 最後に１７ページでございます。災害に強い国づくりと温暖化対策ということでござい

ます。このたびの震災を機に、新たに我が国の未来を描き直して、早期の目標実現を目指

すトータルビジョンが必要であると考えております。その際、住宅の耐震化、省エネルギ

ー住宅・長期優良住宅の普及を通したまちづくりが、低炭素社会をつくることにつながっ

ていくと考えておりますし、我が国の経済の成長にもつながることになると理解しており

ます。もう一点、こういった最先端のエネルギー技術の普及ということを我が国で取り組

んでいくということは、我が国経済への波及効果も極めて大きい、また中長期的には競争

力のある我が国からの輸出商品となり、国際貢献にもなるものであると考えております。

そういった観点から、今後住宅業界においてもさらなる強化・取り組みを進めてまいりた

いと考えてございますので、よろしくお願いしたいと思います。以上でございます。あり

がとうございました。 

【原田部会長】  ありがとうございました。 

 質疑については、後ほどまとめてお願いしたいと思います。続いて資料２につきまして、

不動産協会よりご説明をお願いいたします。 

【不動産協会（高橋）】  不動産協会専務理事の高橋でございます。本日は両審議会の環

境部会の合同部会で、不動産協会の地球温暖化対策に関する取り組みを説明させていただ

く機会を与えていただきまして大変ありがとうございます。本日は私と碓氷環境委員長、
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この両名でご説明させていただきます。 

 お手元の資料２をごらんいただきまして、１枚おめくりいただきたいと思います。まず

本日は不動産協会のご紹介及び節電への取り組み、これにつきましてごく簡単に私のほう

からご説明させていただき、３以下につきましては碓氷環境委員長よりご説明させていた

だきます。 

 ３ページでございます。不動産協会のご紹介でございますが、協会の会員企業はマンシ

ョン等の住宅の供給、あるいはオフィスビルの建設・経営・管理等、それに絡みまして都

市再生事業等の総合的な面整備も行っております。いわばそういうディベロッパーを中心

とする総合不動産業の団体でございます。現在会員数１６８社でございますが、しかしな

がらオフィスというのは大変裾野が広うございまして、会員企業が保有するオフィスビル

の床面積は約２,２００万平米、日本全体で約３％程度であります。このオフィスといいま

すのは正確な統計がございませんので、固定資産税課税台帳等で確認した数字でございま

して、この全体の母数はいわゆる木造の事務所等すべて含むと、そういうことになります。

しかしながら全国の主要都市のいわゆる我々がイメージしますオフィスビルで言いますと

２５％のシェアを占めます。このオフィスビルには自社ビルも含みますので、さらに賃貸

オフィスビルということになるともっと比率が上がってくる、というのがオフィスビルの

状況、及び不動産協会の位置づけでございます。 

 環境問題への取り組みにつきましては、２００８年３月に新築オフィスビルの省エネ性

能についての数値目標を設定いたしました。また、２００９年２月に新築分譲マンション

の数値目標を設定しております。さらに、昨年の４月には不動産協会低炭素型まちづくり

アクションプランを策定いたしまして、２０１０年度を低炭素型まちづくり元年と位置づ

けて、協会及び会員企業が環境行動を加速させる、そういう状況にございます。さらにこ

れと並行しまして、一昨年には産官学を交えました不動産協会地球環境研究会、これは慶

應義塾大学教授の伊香賀俊治先生を座長に、会員企業だけではなく、行政からは国土交通

省、環境省、経済産業省等もオブザーバーとして参加していただきました。また、東京ガ

ス、東京電力等のエネルギー事業者、さらには日本ビルヂング協会連合会、日本建設業連

合会等の関係業界とも、ともに勉強しております。 

 次に４ページ、２、節電への取り組みをご報告いたします。３月に東日本大震災の後、

計画停電ということで、大変な国民生活に対する影響、あるいは日本経済にとっても大変

な影響のある現象がございました。当協会としましては、そういった国民生活あるいは日
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本経済に対する影響を及ぼす計画停電を何としてでも避けなければいけない、そういう観

点から節電への取り組みで節電対策自主行動計画を策定してございます。当初、政府のほ

うの節電の目標値が２５％、最終的には１５％ということになりましたが、我々のほうは

できるだけ早い段階から、当初は４月段階で２５％を目標、しかしながら政府の目標値が

変わればそれによって変わると、そういう前提でお願いし、さらに政府の目標値が１５％

になった段階で最低限１５％以上の削減をお願いしたいと、そういう方針で会員企業に対

して要請をいたしました。そのうち、全会員は１６８社ございますが、賃貸オフィスビル

等の経営をやっております会員を中心に約８５社から回答をいただいておりまして、表に

ごらんいただきますように、約半数の企業が１５％削減を目標にしております。契約電力

で４割弱、１５％以上とした会員の削減量も加えますと約８割を占めることになります。

さらに１５から２０、２０％以上という企業も会員の２割を占めてございます。そういう

中で全体の平均削減率は１６％、削減電力は約２６万キロワットでございます。 

【不動産協会（碓氷）】  それでは５ページ目からは、環境委員長を仰せつかっておりま

す碓氷でございますが、私から説明をさせていただきます。 

 まず５ページ目は、業務・家庭部門の特性ということでまず業務部門からでございます。

業務部門につきましても事業の対象である賃貸オフィスビルの現状をここに示してござい

ます。現在、節電ということで、電気事業法でも電力使用制限について、特にテナントの

節電努力義務が明記されたわけでございますが、オフィスビルではテナントの専用部分、

これがテナントの管理下にあり、左の図でみて約７割、これがテナント関連の、オーナー

がコントロールできない部分でございます。それからビルの規模にもよって異なりますけ

れども、右の図ではオフィスビルのエネルギー８割が電力という状況になってございます。

ですからオフィスビルの温暖化対策という意味では、オーナーサイドだけの努力ではなく

て、テナントさんと、エネルギー事業者という全ての主体がやはり協力しながら取り組ん

でいかなければいけないという現状でございます。 

 その次、６ページでございます。これも特性の部分でございますが、一概にテナントビ

ルといいましても、入居しているテナントの業種によってはかなり変わってきます。テナ

ントの消費原単位、これがこれで見ていただけますように倍以上違ってくる、開きがこれ

だけあるということでございます。ですからテナント構成は様々ですし、同じビルでもテ

ナントの入退去によって、エネルギーの消費原単位が大きく変動するという形になります。 

 その次に７ページでございます。これも業務部門の、建物の用途別のエネルギーの消費
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量でございます。業務部門といいましても一律ではなくて、当然学校、それからスーパー、

それからコンビニ等々、いろんな施設がございますけれども、この施設の種類によって原

単位も大きく変わってくるという状況でございます。このデータにあるように床面積は増

加するという形にはなりますけれども、事務所ビルについて見れば、原単位は年々改善さ

れていると。当然、いろいろな使用機器関係の技術革新等々によりまして、原単位は減っ

てきているという状況でございます。 

 それから８ページに移らせていただきます。これは家庭部門でございます。家庭部門の

特性という中では、我々の事業の主な対象でありますのは分譲マンションでございますけ

れども、左のストック、それから右の新築着工、どちらを見ましても約１割というシェア、

ポジションでございます。 

 それから９ページのほうに移らせていただきます。それでは家庭のエネルギー消費量の

実態はと。先ほどの住宅生産団体連合会さんとも多少重複するところがございますけれど

も、家庭部門のエネルギーの消費の実態としましては、まず給湯や冷暖房が大きく６割を

占めてくる。動力ほかコンセントになりますけれども、マンションでは戸建てに比べて断

熱性が高いという意味では、暖房の割合が低いということになります。これも夏の節電対

策でクローズアップされていますように、コンセント等につきましては冷蔵庫、照明とい

った利用が大きく占めているというのが右の図でございます。 

 それからその次に１０ページに移らせていただきます。家庭部門の課題でございますが、

再生可能エネルギーの導入における課題について少し触れさせていただきたいと思います。

最近は太陽光発電、これを導入するマンションの事例も出てきてございます。戸建てと違

いまして、普及拡大にはやはりいくつか課題もあるのかなと思ってございます。１つはス

ペースの問題ということでございます。それからもう１つは設置のコストと投資回収とい

う問題でございます。既存物件への設置にはやはり合意形成上の問題も出てくるという課

題もございます。特にスペースの問題につきましては単純に戸建てと比べますと、屋根面

積が限られるという状況になります。約１キロワットの太陽光パネルの設置でおおよそ１

０平米という屋上面積が必要になってきますので、例えば１戸当たりの面積を７０平米と

考えると７階建てが限度なのかなと。それ以上の階ですと屋上の面積が足らなくなってく

るという状況でございます。また戸当たりの発電量とイニシャルコストと、それから補助

金制度との関係もありまして費用対効果、それから分譲価格設定等の点で問題が生じると

いうこともございます。 
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 それから次に１１ページでございます。不動産業界の特性、留意点という形で説明させ

ていただきます。温暖化対策を進めていく上で留意しなければならないのは、不動産業界

全体の共通の課題という中では、１つは時間軸の長さと対象の広さ、この２点でございま

す。時間軸という点では住宅それから非住宅双方とも、新築・建て替え時、または大規模

改修の改善効果が大きいというところで、やはり長い時間帯で見ていかなければいけない

と、この長期的なスパンの中で累積的な効果を積み上げるということも必要だと思ってご

ざいます。それからもう１つは事業者、オーナーの企業規模、財務状況、また建物のスペ

ックも極めて裾野が広いという業界でございまして、グラフのように、右のグラフになり

ますが、産業部門では大口が相当のウエートを示しているのに対し、業務部門では大口よ

りも小口がかなりのウエートになってきているということで、全体的に底上げを図ってい

かないと効果的な対策とならない部門の業界であるということでございます。 

 それから１２ページに移らせていただきます。ここで自主行動計画、環境自主行動計画

を紹介させていただきます。現行の自主行動計画、先ほども申しましたように新築時の対

策が有効であると考えてございます。新築時の設計レベルを、ビルであれば省エネ基準、

これの１割以上と。それから大規模なビルであれば２割以上という高いレベルにするよう

に考えてございます。それからマンションではＣＡＳＢＥＥの標準を超えるというものと

しておりまして、昨年実施しました会員の新築物件を対象としたフォローアップ調査結果

ではオフィスビルでは平均値で、またマンションでは全数が目標クリアといった達成状況

でございます。 

 その次に１３ページに移らせていただきます。これは環境の自主行動計画の新たな目標

値についてでございますが、昨年度以来国の省エネ基準の見直しの動きを見据えながら新

たな目標値の設定に向けて、検討を始めてございます。さまざまな省エネ技術を組み合わ

せて、できる限り省エネ性能の向上を目指すと。それと同時に会員企業の共通の目標とい

たしまして、実効的かつ現実的な数字でなくてはならないと考えてございますので、省エ

ネの効果とそれからイニシャル、ランニングのコストバランス、この辺についても検証を

行った上で、国の省エネ基準の見直しも踏まえまして、協会といたしまして低炭素社会の

実行計画として策定する予定でございます。 

 その次に１４ページでございます。この部分につきまして、冒頭専務理事の話にもござ

いましたように、昨年伊香賀先生等々参画して頂きアクションプランをまとめる段階で、

２０５０年にオフィスビルでのＣＯ２の削減の可能性をシミュレーションしたグラフでご
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ざいます。これはやはりある程度前提を置いて感度分析を行ってございます。そのうちの

１ケースを紹介するものでございます。右下のグラフで示されていますように新築、それ

から既存の改修、その効果のほかにやはり電力排出係数、これがかなりの部分を占めてい

るという状況でございます。ですからこの点をどう考えるかというのは、今後見直しが必

要な部分ではないかなと考えてございます。特に今回の節電対策によりまして、テナント

の部分という見直しも必要になってくるかと考えてございます。 

 それからその次に１５ページからは先進事例の紹介の物件でございます。一応５物件ご

ざいまして、そのうちの２物件を紹介させていただきます。まず１５ページでございます。

この物件は京橋に現在着工中の物件でございます。住宅建築物の省ＣＯ２の先導事業、こ

れの採択案件の物件でございます。これはまず１つ太陽光発電、これは太陽光発電約５０

キロワットという考え方でこのプロジェクトには入ってございます。それから高効率の熱

源機器等、これは冷凍機の部分でございます。それからＣＯ２技術の導入等々で外壁の外

装ですけれども、ここに大ひさしを入れてございます。これが約２メートル前後になりま

して、各階に大ひさしという状況でございます。それからＣＡＳＢＥＥにつきましてはＳ

ランク相当を達成するという形で現在進めてございます。そのほかに名前を「京橋の丘」

と仮称していますけれども、ここに約３,０００平米の緑地帯を設けていると。それで全体

的な外構等々もヒートアイランド対策に寄与するようなクールスポットを形成していこう

と。そのほかにはまちぐるみで京橋環境ステーションというのを考えてございまして、地

域の中小ビルまで含めながら省エネに取り組んでいこうという、地域のエネルギーマネジ

メントを実施しているというのがこの物件でございます。 

 それから飛ばしまして１８ページでございます。これは各住戸毎に太陽光発電を設置し

ているマンションでございます。これも現在着工中でございます。住戸内に電気の使用量

等がわかるモニターを設置しまして、１日の発電量ですとか売電量等々を表示すると。こ

れで余った電気は売電していこうという考え方でございます。そのほかオール電化とツイ

ンソーラー等と、エコキュート等々の導入によりまして、ＣＯ２の排出量を３５％削減し

ようと。それから光熱費では約５０％削減しようと。当然その建物内のダウンライトはＬ

ＥＤ照明を採用しているという１つの先進の事例の紹介でございます。あとは目を通して

いただければと思います。 

 それでは最後、２０ページ、まとめになります。最後のまとめといたしましては上にあ

る３点の課題、賃貸ビルの省エネ・温暖化対策はテナントとの協働が不可欠である。テナ
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ントも含めた総合的な対策が必須であるというのが１つ。それから震災を経て節電、それ

から省エネの徹底に加えまして、災害時の事業継続、それからエネルギーの自立といった

安全・安心、これの対策が新たな課題として浮上してきてございます。それから３番目に

つきましては、再生可能エネルギーの買い取り制度においても、導入に対してのインフラ

の整備、それから集合住宅での設置面積不足など、この辺の課題は少し多いかなと思って

ございます。この辺の課題を踏まえつつ、当協会といたしましても節電、それから省エネ

の徹底、それからより省エネ性能の高い新築物件の供給を通じて低炭素のまちづくりの一

層の推進に努めてまいりたいと思ってございます。 

 また今回の震災の教訓といたしまして、特に事業継続、このＢＣＰの点は新たな課題と

して出てきましたので考慮しつつ、よりサステナブルな不動産事業を目指した環境行動を

推進してまいりたいと思います。以上でご説明を終わらせていただきます。 

【原田部会長】  ありがとうございました。 

 これまでの説明をお聞きになって、小泉政務官、いかがでしょうか。 

【小泉大臣政務官】  日ごろから、ほんとうに不動産協会さんと住団連の皆様方に……。

マイク、私のだけですね、やっぱり問題があるのは。すみません。感電しているようで。

非常に日本経済を推進していく上でほんとうに牽引役として、大変な日ごろからご協力い

ただいております不動産協会さん、そして住団連の皆様方には、今日そしてまた貴重なこ

ういったお話をいただきまことにありがとうございました。いずれにいたしましても、現

場を一番詳しく知っているのが住団連さんとそして不動産協会さんだと思いますので、ぜ

ひともそういったご指摘をいただきながら、やはり国と、インセンティブを国とどうやっ

て持っていくかということがやはり、補助もそうですし、税制もそうですし、いろんな意

味で大切だと思いますので、今後ともぜひとも忌憚のないご意見をいただきまして、一緒

にこの温暖化、そしてまた震災後のエネルギーを再生利用できたり節電できるようなもの

を積極的に国土交通省はやってまいりたいと思いますので、今後ともよろしくお願い申し

上げます。本日はどうもありがとうございます。 

【原田部会長】  ありがとうございました。小泉政務官は所用のためここで退出されま

す。 

【小泉大臣政務官】  ありがとうございます。 

（小泉大臣政務官退席） 

【原田部会長】  それでは、これらのご説明につきまして、皆様からご意見、ご質問を
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お願いいたします。ご発言なさる場合は名札を立てていただきますように。 

 進士先生、よろしくお願いします。 

【進士委員】  両団体ともいろいろと頑張っておられるのを大変立派なことだと思って

敬意を表しております。 

 住宅生産団体のほうにちょっと申し上げたいと思いますが、ここに書かれていることは

大変立派なことだと思うのですが、１つだけちょっと意見がございます。断熱化は大事だ

と思うのですが、高気密化については私自身はちょっと、住宅の場合は疑問がありまして、

つまり簡単に言えば今日も暑いので街路樹の下に行くとすっと涼しくなるのを皆さんおわ

かりだと思います。風の効果ですね。換気というのを考えないといけない。ところが今の

住宅は特にしっかり工業的につくられたものというのは高気密で、インドアで完全にコン

トロールするという発想ですね。だけど大地の上に住宅は乗っているわけで、降った雨は

しみ込み、それが蒸発すれば気温は下がります。植物があれば涼しくなりますよね。そう

いうものとの、それを取り込んだ上での、何というか、高環境化が大事だと思うんです。

だからやや、設備だけで全部やってしまうというのか、日本の高温多湿の環境のもとでは

日本の住宅建築というのは長い歴史と伝統があって、そこで見事に緑地と住宅のいい関係

をつくってきたわけです。私、そのあたりはぜひ広げて、もっと新しいステージに行って

ほしい。そう思っています。 

 今あの仮設でやっている話とか、避難所の話でもそうですが、もともと体育館なんてい

うのは換気が十分でないんです。全部クローズになって、最近は。本来あんな大きな建物、

皆自動で換気が起こって、温度差で、それで風で抜けるというのが基本だったんですけれ

ども、どうも最近のは気密性が高過ぎて、そこが不十分ではないかなと感じているもので

すから、ぜひそこまで拡張して物を考えていただければと思っております。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。少しご意見をいただいて、まとめてお答え

いただきたいと思います。奈良委員、お願いします。 

【奈良委員】  今のお話とちょっと１つは似ているんですが、やはり設備に頼り過ぎる

というのも少し問題が。やっぱり住まい方とかですね、自然をもう少し利用するとかある

と思いますが。それで私の質問は２つありまして、１つは例えば設備を導入しましたとか、

何をしましたとあるんですが、例えば何か実績みたいなのが、ほんとにそれを入れてどう

だったんだろうかとか、そういうデータが少しありましたら教えていただきたい。ですか

らここ５年ぐらいですね、こういうのを導入してみたらこんな効果があっただとか、実際
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にはなかなか入れても効果が出なかったり、問題が余計に、また別のも出たりするという

ことがよくありますのでそれが１つ。もう１つはやはり先ほども話が出ましたが、これを

皆さんにやってもらうとなるとやっぱりモチベーションとかインセンティブみたいなもの

が必要だと思うんですが、コストパフォーマンスですね、お金をかけて、それはよくなる

のは当たり前でして、できればお金が、ＬＣＣが、ライフサイクルコストが変わらない範

囲でこれだけ環境性能がよくなりますとか、コストパフォーマンスでどうなのかなという

のが何か、データとか関心の中で調べたことがあれば教えていただきたい、この２つなん

です。 

【原田部会長】  住宅生産団体連合会のほうへの質問ということですね。 

【奈良委員】  そうですね。あと不動産の方もコストパフォーマンスについてはやはり

同じだと思うんですよね。設備入れたりすることになりますので、それが実際にオーナー

のほうにとってどれくらいメリットがほんとうにあるのかと。コストメリットがです。そ

ういうところで多分、これから広げていこうとすると重要なポイントじゃないかなと思い

ましたので、ちょっと何か。 

【原田部会長】  わかりました。坂本委員。 

【坂本委員】  私は住宅建築専門でございますから、あまりあらを探すようなことは言

いたくないんですけれども、１つ、質問ではなくて主にコメント、意見なんですけれども

申し上げたいと思います。その前に進士先生から、今の高気密の話について随分誤解があ

るので、これは僕らのネーミング、高気密というネーミングが悪いからこういう誤解を日

ごろずっと受けてきているわけでございますけれども、いい機会ですのでちょっと釈明し

たいと思います。 

 ここで言っている高気密、高断熱にくっつく高気密というのは、これは窓を小さくせよ

とか、窓をなくせよとか、そういう話では全然ないんです。通風はうんとして構わないで

す。どこを高気密にするかというと、壁の中を高気密にしてくださいということです。そ

ういう不透明な部位、ガラス以外の部分のことですね。そこの部位というのは断熱した場

合に気密性も一緒に持たせないと断熱性が低下してしまうんですね、著しく。そこで我々、

つまり木造の住宅業界なんかでは、ずっと高気密・高断熱という言葉を使ってきたんです

けれども、それがいつか拡大解釈されちゃって、窓を全然つくらないで、外の外気を入れ

ないことが高気密だと勝手に解釈される先生も結構いらっしゃるようになってしまいまし

た。しかし、そこのところだけは全然、誤解でございますので、ぜひそういう誤解はなさ
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らないでください。我々断熱を推進している連中も外の自然の風を家の中にできるだけ取

り入れましょうと勧めています、外が涼しいときは。そういう研究はもう山ほどやってお

りますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 それで私が幾つか感じたことなんですけれども、住宅について言えば再生可能エネルギ

ーの利用では太陽光が非常に現在進んでいるわけです。統計を見ると、太陽熱のほうがち

ょっと落ち込んでいるという大変残念な結果なんです。けれども、太陽熱は、いわゆるコ

レクターの面積が、太陽光に比べれば小さな面積ですみます。すなわちイニシャルコスト

が太陽光よりは安く、効果も、給湯利用ならばものすごく大きなものがありますので、ぜ

ひ太陽熱もこれから忘れないで推進していただきたいということでございます。 

 それから何といってもやはりリフォームが重要です。これは一般のビルの設備の改修な

ども含めてなんですけれども、ストックをどうやって改修していくか、対策していくかと

いうことがやっぱり一番ポイントになるのではないかと思います。それからＨＥＭＳでご

ざいますけれども、こちらのほうは経済産業省のほうがいろんなプロジェクトをやって、

これから新たな日本の１つの戦略的なものにしていこうなんて考えておりますので、そち

らのほうがどうやるかによって、住宅でどんなものが必要なのかも大分変わってきます。

そちらのほうの結論もなるべく早く出していただきたいのですけれども、すぐというわけ

にはいかないでしょうから現在の段階ではこの委員会でそれを議論するのはテーマから少

し外れているかなという感じがしました。 

 それから、あと、やはり省エネ基準の義務化の話がありましたけれども、これはぜひ考

えていただきたいと思います。さらに言えば、義務化したときにどうしても、ぎりぎりの

線で、つまり基準を満たすぎりぎりの線でみんな満足しちゃうという傾向が危惧されます

ので、義務化と同時にぜひ省エネラベリングの検討も必要と思われます。これは、省エネ

基準よりもっと高いレベルがいっぱいあるんだよということを示すことになります。これ

も国交省、住宅局が考えてらっしゃると思いますけれども、ぜひそっちのほうについても、

なるべく早く見通しを立てていただきたいなと思います。 

 それからあと１つ、不動産協会さんのほうに関連する話でございますけれども、いわゆ

るオフィスの省エネについては、今回の節電対策で如実にわかったのではないかと思いま

す。照明がやっぱり非常に大きなポイントと言えます。これはオフィスビルだけでなくて、

いわゆる駅とか、公共の場ですね、そういうところでも照明というのが今まで明る過ぎた

んだということが皆さんよくおわかりになったと思います。ヨーロッパやアメリカのそう
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いう場所の人工照明の明るさに比べても日本は明るすぎた。皆さんの中にはよく海外に行

かれる方々が多いでしょうから、よくおわかりになるのではないかと思います。そこでそ

の照明の基準、つまり照度の基準があるわけですけれども、それが実は範囲で示されてい

るんですね。たしか５００ルクスから７５０ルクスの範囲だと思いましたけど、オフィス

では。それがみんななぜか照明設計するときは上のほうの７５０というぎりぎりぐらいで

設計しているようなんです、実際。そのあたりをこれから本当に見直していかねばならな

い。また、見直していけば、新たな省エネの、何ていうんでしょうかね、埋蔵金でもない

けれども、削りしろのようなエネルギーがあるわけでございまして、ぜひこの照明、照度

のあり方ということについての検討をお願いしたいと思います。これはいわゆる照明業界

に任せていてはだめなことでございまして、彼らに任せちゃうと今のような結果になった

わけでございますから。ぜひ建物を使う側から情報発信していただいて、我々はこの程度

の照度であれば十分だから照明の設備をやっている業界の皆さんもこうしましょうという

形でぜひ提案していただきたいと考えている次第です。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。ここも半分しかついていませんね。崎田委

員、お願いします。 

【崎田委員】  このライトのことからいくと、今窓側から遠い半分だけついているので、

ここはちゃんとスイッチが横で区切れているのかと思うんですが、ビルによって窓側は消

して中だけつけようと思っても、区切りが窓と直角なっているとか、全く外の明かりとの

ことを考えていないような設計もあるので、今後いろんなことを考えていただくとうれし

いなと思います。 

 それで今、発表を伺いまして、いろいろほんとうに努力されているなと思いました。そ

の中で、あえてでも幾つか発言させていただきたいのですが、まず住宅生産団体連合会さ

んなんですけれども、居住段階でのＣＯ２が８７％ということで、その辺の機器のお話が

ありまして、私、国交省、環境省や経産省が一緒にやっていた住まいと住まい方という委

員会に私も参加させていただいていて、やはり住まい方との連携で相乗効果を上げていく

ということが大変重要だと感じています。 

 そういう意味で２点お願いしたいのですが、１つは設計段階で、後の使用段階でどれだ

け減らせるかということを考えた徹底した設計をして導入できるものは入れていくという

入り口の段階と、もう１つ、住まう人に「こう住んでほしい」というアドバイスを引き渡

しの際にかなり徹底してお話ししていただくとありがたいと思っています。なお、どうい
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うふうに設計段階で機器を取り入れていくかということに関して、あまり目標値が出てい

なかったんですけれども、たしか２０３０年にはゼロエミッション住宅、いわゆるネット

ゼロエネビルとかハウスに、新築はしていきましょうという、そういうような提言もある

はずです。どういう目標値を持っているのかも明らかにしていただくとありがたいなと思

いました。 

 なお、先ほど住まう人へのアドバイスと申し上げたんですが、そのときだけではなくて

将来のリフォームとか、機器を変えるということに関して、例えば若い方が家を買うとか、

住みかえる方が多いわけですので、お子さんが成長して中学生ぐらいになると突然給湯設

備が問題になるので、事前にその段階で大きな給湯器に変えたほうがいいとか、そういう

プロの方に人生のライフスタイルの、保険だけじゃなくて、家とどうつき合うかという一

生分をちゃんとアドバイスしていただくという、そういうソフト産業を興していただくと

いうのが、大事な視点ではないかなと思っております。よろしくお願いします。 

【原田部会長】  ありがとうございました。 

【崎田委員】  あと、すいません、不動産協会にも１つ、よろしいですか。 

 不動産協会の皆さんから、テナントの方の使い方が大事だというお話があったのですが、

その中で皆さんのような大きな事業者さんはご熱心なんですが、小口のところをどういう

ふうに徹底するかという点を、大口の経験者だからわかるということを、業界として提案

していただくのがいいのではないかと思います。何でこう申し上げるかというと、私は地

域で自治体の環境学習センターを受諾している NPO の運営をしており、商店街のビルオー

ナーの方への省エネアドバイスの講座もやっています。やはりほんとに小口の方たちが本

気になって取り組んでくださるような形に持っていくのがすごく大事で、そのときには先

進事例のいいデータや、コスト削減にどれだけつながるかということを、そしてそういう

ところに関して将来的に金融がどれだけ支えてくれる可能性があるかなど、金融機関との

連携を含めて、ある程度総合的な視点を持って、地域の人を支えるという、そういう動き

が徹底して必要なんじゃないかと、ここのところ感じております。どうぞよろしくお願い

します。 

【原田部会長】  ありがとうございました。あと、多分髙村さんが早かったように思い、

ちょっとこの３人よくわからなかった。ほとんど同時。髙村さんから。 

【髙村委員】  ありがとうございます。報告の中にもご指摘がありましたけれども、特

に不動産に関しましては、社会インフラにかかわり、長期の排出動向に大きく影響を与え
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る部門だと思っておりまして、非常に貴重なご報告、ご紹介をいただいたと思っておりま

す。 

 私のほうからは、３点ほど申し上げたいと思います。１つは坂本委員ほか、ご指摘のあ

りました住宅及びその他の不動産の省エネの品質の情報提供とその表示というのがどうい

う状況にあるのかというご質問であります。経済的なインセンティブを与えるというのは

もちろん重要で、不動産を購入、賃貸をする際に、その最終的なエネルギーコストがどう

なるかということがわかることが、選択のインセンティブを市民に対し与えることにつな

がると思っております。おそらくご存じのとおり欧州などでは既に不動産の品質表示がそ

の観点からなされていると理解をしております。日本におけるこのとりくみ状況について、

双方のご報告者にお尋ねをしたいと思います。 

 あと２つは不動産協会さんへのご質問であります。非常に積極的な対策を、協会の加盟

社に呼びかけてくださっていると拝見いたしましたけれども、行動計画の達成状況、現状

がどうなっているのかというのが１つ目の質問でございます。それから２つ目は、やはり

不動産協会さんへの質問ですけれども、例えば東京駅前の新丸ビルなどでは、そのビルデ

ィング自身には再生可能エネルギーを発電する条件がなくても、いわゆる特定電気事業者

から託送という形で再生可能エネルギー利用を拡大していくような先進事例もあるように

思いまして、例えばこうした取り組みの可能性はいかがかという点について、お尋ねした

いと思います。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございます。あとお２人、谷口さん、まず。 

【谷口委員】  シンプルな質問を、住宅生産団体連合会さんのほうにお聞きしたいんで

すけれども、３ページの右上のグラフで使用段階のＣＯ２の排出量割合が８７％とあるん

ですが、これは何年住む前提で計算されているのか教えていただければと思います。例え

ばそれが３０年なのか５０年なのか、あるいは２０年なのかで大分違ってくると思うので。

それと、関連してなんですけれども、国交省さんの施策で１００年住宅というのが、１年

前ぐらいのこの審議会にも出ていたような気がするんですけれども、それとの関連という

か、今それがどうなっているのかとか、それについて住宅生産団体連合会さんはどのよう

に取り組まれているのかということをお聞きしたいと思います。以上です。 

【原田部会長】  髙橋委員、お願いします。 

【髙橋委員】  産業界の委員として、特に７月１日からの節電対策で非常に苦労した経

験から少し、１つだけご意見を出させていただきたいと思います。不動産協会さんのほう
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で、まとめのところで、テナントの協働が不可欠であり、テナントも含めた総合的な対策

が必須、これ当然のことだと思います。私ども企業グループとして、社長を委員長として

私はその節電対策の事務局長をずっとやっていたんですが、その中で自社の事業所という

のは自分たちのコントロールがきくから非常に簡単なんですが、例えば私どもの本社ビル

というのは汐留にあるテナントビルなんですね。ただ我々、本社ビルですからそれはＣＳ

Ｒの観点からもこれは絶対１５％削減しなくちゃいけないという積極的な話をオーナーに

持っていったとしても、オーナーさんによって全然違うんですよ、感覚が。例えば本社ビ

ルは何とか不動産の方が、ほかのビルは違う不動産業者の方々と。つまり不動産業者の方々

との思惑なり、意識なり何なりで全然対応が違うので、最終的にはできるところしかやら

なかったんですが、結果的にどうなるかわかりませんが、その辺協会さんとしてどういう

ご指導といいますか、今後まだまだ続くと思うんですよね、この問題、されているのかと

いうのをお伺いしたいのと、もし一定の基準がなければ、ぜひそういうものをやっていた

だければと思います。多分あの日八京のプロジェクトみたいなこんな先進なビルでしたら

あまり問題なくいくんだと思うのですが、先ほど言いましたようにストックのビルがいっ

ぱいありますので、その辺我々、テナントとしてもやはり、そういう環境に優しいところ

を選んで入るということが会社のＣＳＲの観点からも今後重要になってくると思いますの

で、ぜひよろしくお願いいたします。 

【原田部会長】  ありがとうございました。時間の関係でこのあたりでご回答いただき

たいと思いますが、住宅生産団体連合会さんのほうからお願いしたいと思いますが。奈良

先生のほうから２つありましたね、ほんとうに実績がどうなっているか、コストパフォー

マンスはどうか、それからあといろいろあったけど、コメントが多かったですね。そうで

すね、品質保証の話はダブりますかね。それから谷口先生の具体的な８７％、何年で計算、

１００年住宅はどうかというのは、幾つかほかにもあったかもしれませんが、そのあたり

ですが、よろしくお願いします。 

【住宅生産団体連合会（能勢）】  それでは、随分とありがとうございます。答えられる

ところから２人で答えていきたいと思います。時間もございますのでかいつまんでいきま

すけれども、進士委員からございました、坂本先生にも助けていただきましたけれども、

決してそういう環境に対しての住宅、環境住宅というものに対して研究を怠っているわけ

ではございませんで、手前みそになりますけれども、私、住友林業でございますが、涼温

房というものを研究所でつくりまして、緑のカーテンがどうなのか、対流がどうなるのか、
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あるいは軒の効果とか、そういうものが非常に大切でございまして、できるだけ暖房、冷

房を使わない住宅、これを実験的にやって今、データをとっておるところでございます。

こういうものに行くのが本来の姿ではないかという基本的な考え方は持っております。こ

れは１番目でございます。 

 それから奈良委員の、入れてどうなったか、あるいは効果、そういうものの見える化と

いうことをお話しいただきましたけれども、意外と車ではバッテリーの車が走っておりま

すけれども、私どもの会員にも車のメーカーがおりますけれども、非常に車よりも住宅の

ほうが大変だということも聞いておりまして、車は使うのはごく一部なんですけれども、

限られた時間でございますが、住宅というのはずっと使うものでございまして、ここらあ

たりをいかに小さくコンパクトにして、効果的に長年使えるかという研究は、まだ車より

もおくれております。そういう点を見える化の効果とあわせまして、あるいはコストパフ

ォーマンスでいくらやっても、コストがかかればどうしようもないものですから、そこら

あたりの研究はやっております。 

 それから坂本先生からございましたリフォーム、ストック対策、ここは一番の私どもの

問題でございまして、これが一番どういうふうにすればいいのか、現在国交省で中古リフ

ォームトータルプラン検討会というのをやっておりまして、ここでかなり突っ込んだ話は

しておりますけれども、これが私どもの一番の１,０００万戸、これがまだでございますけ

れども、既にできているもの、どんどん改革されていくものに対してリフォーム、あるい

は中古商品をどういうふうにしていくのか、これが一番手をやいているところではござい

ます。これを建てかえなしでやっていけるようにする、あるいはバランスよくやっていく

というところが問題であるという認識はしております。 

【住宅生産団体連合会（佐々木）】  それでは若干、補足させていただきます。まず、奈

良先生はじめ、何人かの先生からコストパフォーマンスについてのご指摘をいただきまし

た。やはり例えば、太陽光発電にしても、もろもろの設備機器にしても非常にコストがか

かるものでございまして、あるいは断熱構造化においても、いわゆる新基準から次世代省

エネ基準に引き上げるコストというのが、例えば坪当たり５万円強かかるとか、いろんな

ことが言われてございます。それに対して結果としてコストパフォーマンスがどうなんだ

ということでございますが、やはりこれはそれなりの期間で回収できるということがお客

様にご説明できるかどうかというのがやはり重要になっているのではないかと思います。

一般的に言えば１０年未満で何とか回収できるようなご説明ができるようなものが、お客
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様には一番なじみやすいというのが実態かと思います。そういった意味で例えば太陽光発

電については補助金と、それから買い取り制度ということの組み合わせの中で、そういう

もののご説明が可能になっているという状況が、現在の普及を押しているのではないかな

とも思います。それから、コストパフォーマンスの面で申し上げますと、私先ほどご説明

の中でノンエナジー・ベネフィットのことを申し上げましたけれども、やはりそういった

コスト、直接的な経済コストだけではなくて、それ以外のメリットというのが居住者に対

してあるんだということ、これがもう少しクローズアップされていくということも必要で

はないかなとも思っております。 

 それから、いろいろご指摘いただきました中で、崎田先生から居住者へのコンサルティ

ングということでございました。新しいソフト産業ということで、むしろ励ましのお言葉

とは思いますが、住団連のほうもご指摘いただいた住まいと住まい方の会議に参加してお

ります。そういった中でいろいろご指摘いただいておりますので、できるだけお客様に、

この家のエネルギーの使い方というのはこういうことが一番いいんだと、望ましいやり方

なんだということがご説明できるような、あるいは居住者のライフスタイルとそれをいか

に組み合わせるかということが、これからますます必要になってくるのではないかと思い

ますので、そういったことのノウハウの蓄積、研究ということが進められていく必要があ

るだろうと思います。それからあわせてそれに伴うエネルギー消費の見える化ということ

を強力にやっていく必要があるのだろうと思っております。 

 それから、谷口先生から３ページの表は何年間の使用かというご指摘でございます。一

応この数字は３０年間ということで計算をしてございます。これはこれをつくった当時、

現在のところ日本の戸建て住宅の平均的な寿命が大体３０年程度だということを前提に置

いておりますが、これが長寿命化すれば当然この使用段階の比率は増えるという状況でご

ざいます。それから先ほどご指摘の中で１００年住宅との関係でございますが、ご説明の

中で申し上げました長期優良住宅というのが実は法律としてはその名前になってございま

して、これについては２００年というような数字もありますけれども、この取り組みを今、

住宅業界挙げて、この法律に基づく認定の普及に努めているという状況でございます。以

上でございます。 

【原田部会長】  ありがとうございました。それでは続いて不動産協会のほう、よろし

くお願いします。 

【不動産協会（碓氷）】  それでは先ほどの設備に頼り過ぎる、それからコストパフォー
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マンス等々の質問の部分でございますが、まず設備関係につきまして、住宅もオフィスも

そうですけれども、年々技術革新の中で当然良い設備機器が出てきている。良い設備は高

効率等々を含めましてやはりそれなりにエネルギーが非常に少なくて済む、新しい建物に

はできる限りそういうものを入れて、それぞれの省エネを図っていく。改修でもそうです

けれども、当然そういう機器を入れて全体の省エネを図るということですから、設備に頼

り過ぎるというのは、良い機器を用いながら省エネの方向に進んでいるというのが１つで

ございます。 

 それからコストパフォーマンスにつきましては、特に運用関係が一番大きなところでご

ざいますが、できる限り費用をかけない運用で機器類の最高な形で稼働させるというとこ

ろを踏まえながら省エネを図っていくと。それから当然その更新等々につきましても、そ

の機器類によって省エネを図っていく。運用につきましてはどちらかというとビルヂング

協会でデータをつくってございます。これは、コストパフォーマンス、ＬＣＣ含め、この

機械を入れれば何年ぐらいで回収できるとか、これは当然改修するまでにちょっと時間が

かかり過ぎるとか、運用であればほとんどコストをかけずにこれだけ省エネできるという

ような、１００の項目をつくっております、今、手元にはないのですけれども、いろんな

方法で不動産協会を含めまして普及させているという状況でございます。 

 それから坂本先生の、照明の件は私も大賛成でございまして、今回の節電によりまして

いろんなテナントさんを含めまして、ビルのオーナーもそうですけれども、考え方が変わ

ってきたということは確かだと思っています。どうしても照明の場合は、先ほどの５００

ルクス、例えば細かいところですと約１,０００ルクスという話がございますが、製図等々、

昔はパソコンもなければフロアスタンドもないような状況の中での照明設備だったもので

すから、それがそのまま変わらずに来ているのかなという気がしないでもないですが。こ

れは私の主観ですけれども。そういう中で、今回の明る過ぎるというところからある程度

の、５００ルクスぐらいでも十分、問題ないじゃないかというところもございました。テ

ナントさんに入居してもらう中ではそのイメージが抜け切れないものですから、リーシン

グでも、「これ７５０ルクスあります」とか、それがまた１つのうたい文句みたいになって

いましたので、この辺もやはり少しずつ変わるのかなとは考えてございます。この照明の

節電、それから省エネまで含めまして相当大きな数値になってくると思いますので、今後

は協会としても、検討していかなければいけないと思ってございます。 

 それからラベリング関係の件につきましては、ビルを含めて現在検討しております、住
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宅につきましては手元に細かい資料がないですけれども、東京都のマンション環境性能表

示制度等々、星が幾つあります、などの仕様で考慮しており、いろんな形で今後普及して

くるのだろうなと思ってございます。フラット３５ですとか、省エネ住宅関係のそのほか

の仕組みもございますので、それに基づいた形でマンション、住宅を建設しているという

のが現状だと思ってございます。それと、それぞれもしかしたら返答忘れのポイントがあ

るかもしれませんですが、まず、住まいのアドバイス等々につきましても、設計段階で当

然削減できる仕様というのはいろいろ出てくると思います。例えばマンションでは設備を

このように使用してくださいなど各社独自でパンフレットを作成したり、不動産協会も「住

まいのエコガイド マンション編」を作成し、これを基本的には協会の皆さんは使ってマ

ンション等の住む方にお知らせしているという状況が現在でございます。 

 それから、これは設計段階から、リフォームまで考慮し、家族構成まで含めてできる限

り省エネに、どのようにしたら持っていけるかは先ほどの意見等々考えながら、検討して

いきたいと思ってございます。それから不動協の質問の中にテナント関係というのがござ

いました。テナントの協力なくしてという中では、中小ビル、先ほど、裾野の広い業界だ

という話はしましたが、不動産協会それからビルの場合はビルヂング協会とございますが。

新築のものについては不動産協会が中心になっていろいろな形で動いています、運用はビ

ル協さんが中心に動いています、その中小につきましては、中小での省エネ委員会をつく

りまして、どういう形で節電していこうか、さらなる省エネを図っていこうか、というよ

うな取り組みで、いろんなパンフレットをつくって、それを中小の皆さんにお配りしてい

る。協会からいろんな形で発信していきながら、協会会員の以外の方にも幅広く広めよう

という形で動いてございます。ですから、そういう意味では私どもも、何とか裾野の広い

分野まで取り入れながら、リーディングカンパニーとして進めていこうと考えているのが

現状でございます。 

 それから先ほどの東京駅前の新丸ビルのような再生可能のエネルギー利用の拡大の質問

の件ですが、現在の実施実績で多いのが、太陽光は取り入れて共用部分に使用している、

それから街灯関係は風力で行なうとか、また先ほど京橋の話をちょっとしましたが、京橋

は地中熱を利用しています。再生エネルギーの使えるところは採用を考えていますが、全

体的なコストバランスの中では、ビルにこれを使うとどのぐらいの回収になるかとか、ど

のぐらいの費用がかかって、ＬＣＣとしてですね、住宅でもマンションの場合は、太陽光

を取り入れると大体回収にこのぐらいかかるというデータもございます。各ケースごとに、
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太陽光はどうか、太陽熱はどうか、それぞれのものに対してのＬＣＣを考えながら検討は

しています。 

 ですから、どうしてもスペースの関係から本格的に取り入れるということは難しい課題

ですけれども、再生エネのものを、できる限り取り入れていこうという方向には進んでい

ます。新しいビルにはできる限りの省エネビルとして、約３割、４割減らすような努力を、

それから最終的にはネットゼロという方向でいろんな検討をしているというのが現状でご

ざいます。 

【不動産協会（高橋）】  あと、補足でございますが、行動計画の達成状況はどうかとい

うお話がございました。これは１２ページのところでございます。これにつきましては、

オフィスビルにつきましてはＥＲＲ１０％以上となっているのが７４％でございます。ま

たマンションにつきましては回答企業のうち、①で書いてございます標準的とされる参照

値より環境性能がよいもの、これにつきましては１００％達成しております。さらに、さ

らなる取り組みで「参照値より５％以上、云々」のところにつきましても、９２％が達成

しております。 

 それと、コストパフォーマンスに絡めて少し申し上げますと、現在いろいろ研究会等で、

いろんな省エネ技術を導入する際に、イニシャルコストとランニングコスト、それのどれ

ぐらいで元を取れるかというような、コストカーブをいろいろ検討しておりまして、そう

いったことをきっちり消費者にお見せしていくことによって、対応ができてくるのではな

いかと思っております。 

 それと、あと小口のところについてどういうことをやるべきかと、そういうご指摘もご

ざいましたが、大変この不動産業界、特に賃貸オフィスビルは裾野が広いものですから、

これは行政に対するお願いにもなるんですが、行政のほうは大口とか、つかまえやすいと

ころにいろいろ規制がかかってくると。これをやりますと裾野が広いところが底上げがで

きません。全体的ないろんな誘導策をお考えいただいて、我々は不動産業界のリーディン

ググループとしてそれを引っ張ってまいりますから、またその裾野の広いところも、それ

らに対するいろんなインセンティブとか、お考えになることによって全体を底上げしてい

くと、そういうことが大事かと思いますので、大口だけをつかまえる行政というのは、か

えって裾野全体の底上げにつながらないのではないか、そういう危惧しております。 

【原田部会長】  ありがとうございました。ここでもう１ラウンド議論したいところで

すが、時間もないので。今日は情報交換させていただいたということで、またいろいろ具
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体的に考えるときなどにはまたご相談に乗っていただくと、質問してまた協力してやって

いただくということだと思います。どうもありがとうございました。 

 そうしましたら次の議題にしたいと思います。２番目の議題であります環境面における

東日本大震災の復旧・復興に当たっての考え方について、ご議論いただきます。 

 では資料３ですね。事務局よりご説明をお願いします。 

【加藤環境政策課長】  それでは事務局から説明させていただきます。資料は「東日本

大震災の復興にあたって（案）」という資料３とその別添の資料がパワーポイントでござい

ますので、これを中心にご説明をいたしたいと思います。 

 まず前回の環境部会のご指摘、それから原田部会長からのご指摘がございまして、今回、

復興に当たって環境面からの配慮事項をしっかりご議論いただこうということで資料を用

意させていただいております。その前に参考資料の２、「津波防災まちづくりの考え方」と

いう、７月の６日に計画部会が復興全体の考え方を示しておりますけれども、これの一番

最後の８ページをごらんいただきたいと思います。なかなか時間もない中で早急に考え方

を示すべきじゃないかというご議論もございまして、原田部会長ともご相談をいたしまし

て、この計画部会が出しますまちづくりの考え方の中に、急遽環境の視点も盛り込んでい

ただきました。上から２つ目の丸でございますけれども、「災害に強く」云々のところ、「環

境と調和したまちづくりの実現」ということで、下の４行でございますけれども、災害に

強いまちづくりを進める際にはコンパクトなまちづくり、それから再生可能エネルギーの

導入など低炭素社会の実現や、瓦れきのリサイクル、それから自然との調和という視点を

盛り込んでいただきまして、これをさらに今日のご議論で深めていただこうということで

ございます。 

 簡単に参考資料のほうからご説明をしたいと思います。パワーポイントのものでござい

ますけれども、１枚おめくりをいただきまして、５月に閣議決定された方針の中に、特に

今後３年ということで、コンパクトシティですとかエコタウンの建設、それから省エネ等、

新たな成長の芽として進めていくべきだという整理がされております。 

 それから次に３ページでございますけれども、これは復興構想会議の提言でございます。

この中の復興を契機として日本が環境問題を牽引するということで、柱書きの中で持続可

能な環境先進地域を東北に実現するということで、下のそれぞれの項目の中に再生可能エ

ネルギーの資源としての活用、低炭素社会の実現、それから２つ目のパラでございますけ

れども、自然環境との共生、そして最後のパラで循環型社会ということで、３点について
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触れられているところでございます。 

 それから４ページ、環境省の中環審のほうでも議論が進められておりまして、これは全

体の基本計画の論点の中に出てくるものでございますけれども、東日本大震災関連という

ことで、膨大な瓦れきが生じているという点ですとか、４つ目の丸で再生可能なエネルギ

ーの導入促進なり、節電の取り組みが必要だという点とか、それから社会経済状況のほう

では下から２つ目のところで節電あるいは持続可能性への意識ということが触れられてい

るところでございます。 

 それから５ページ以下が大震災の概要でございます。ご案内のところも多いと思います

のではしょりますけれども、マグニチュードが９.０で、津波の高さとしては８ないし９メ

ートルということでございます。 

 ６ページに行きまして被災の状況でございますけれども、死者が１５,０００名、行方不

明者が９,０００名ということでございます。建物は全壊が９万、一部損壊で２６万程度で

ございます。以下、河川、それから海岸・港湾・下水等、多くの被災をしておりまして、

一番下の浸水面積でございますけれども、岩手・宮城・福島全体合わせて５００平方キロ

メートル程度のものが水につかっているということでございます。 

 ７ページ見ていただきますとそれが絵に落ちておりますけれども、特に大きいのは農地

等が２６８平方キロメートルでございますけれども、建物用地についても１００平方キロ

メートルを超えるところが浸水をしているという状況でございます。 

 ８ページ、ごらんいただきまして、状況も地域によって、さまざまでございます。市街

地が壊滅的に被害を受けているところもあれば、山側は大丈夫とか、あるいは農地のとこ

ろの沿岸の集落が被害を受けている、あるいは個々の宅地の被害、その他液状化等々、さ

まざまな状況が生じておるということでございます。 

 それから９ページ以降でございますけれども、考え方の中に出てくる３つのものを少し

ご紹介させていただきます。まず１つ目が「低炭素都市づくりガイドライン」ということ

でございます。このガイドラインにつきましては一番上の箱にございますけれども、そう

いう都市づくりをする際の考え方、対策、それの分析ということが示してございます。目

的としては、低炭素づくりのときの考え方を示すということで、方法論ですとか具体の数

値の計算方法が載ってございます。対象としては、ＣＯ２を対象といたしまして、このガ

イドラインを活用して下から２つ目の箱でございますけれども、都市計画マスタープラン

をつくるときですとか、それぞれの施設計画、あるいは再開発の計画の際に活用いただく
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ということでございます。その下の箱でございますけれども、地球温暖化対策推進法の中

で、各公共団体は新実行計画というものをつくらなければいけないということになってい

まして、その中でもこのガイドラインを活用していただきたいということが考え方として

述べられております。 

 １０ページでございますけれども、ではどういう方針かということでございますけれど

も、下のほうの箱に３つ箱がございます。一言で言えば集約型の都市構造に転換をすると

いうことでございますけれども、まずＡとしてその都市構造の実現と交通対策ということ

でございまして、方針の１にございますように、公共施設・サービス等を誘導すると、あ

るいは土地の利用も住宅とか業務がミックスで使ってエネルギー需要を平準化するとか、

あるいは交通流対策ですとか、公共交通をしっかり使ってＣＯ２の低減にも資するような

形でということが出ております。それからＢとしてエネルギーの効率的な利用ということ

で、今日もたくさん議論が出ておりましたけれども、省エネのいろいろな建物への更新で

すとか、都市でいけばエネルギーを面的に使う、あるいは未利用・再生可能エネルギーを

使っていくということでございます。それからまちづくりという観点では、緑ということ

が重要でございまして、吸収源の確保ですとか、木質バイオマスの利用促進ということで、

大きく３つの方針が示されているということでございます。 

 １１ページに行きまして、それぞれのメニューがどういうものがあるかということが載

ってございますけれども、都市・交通分野では先ほど申し上げました集約型都市構造のほ

かに、メニューの３で交通のマネジメントということではカーシェアリングですとか、モ

ビリティーマネジメントですとか、自転車道の利用という点が挙げられております。それ

から公共交通の中で特に、東北のほうは都市も高密ではないということもございまして、

コミュニティーバスの活用とか、そういうことも必要ではないのかなと。そして人口は疎

ではございますけれども、公共交通をしっかり使っていくということがあろうかなと思い

ます。エネルギー分野では、今も、ＨＥＭＳの話が出ていましたけれども、例えば負荷削

減でエリアの方のマネジメントもするですとか、面的利用ですとか、特に都市局の環境の

施策でいけば、下水道施設の未利用のエネルギーを使うというようなこと、それから今日

のご議論にありました太陽エネルギー、あるいはバイオマスということがエネルギー分野

としては出ております。 

 それから緑分野としては特に公園緑地をしっかり整備をして吸収源として使うというこ

とですとか、木質のバイオマスを活用する、あるいはヒートアイランド対策ということが
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ございまして、基本的にはこの低炭素都市づくりガイドラインというものを使えば、環境

に優しい町づくりができるわけですけれども、どちらかというと少し規模の大きな都市を

念頭に置いているところもありまして、地域の特性に合わせる必要があるのかなという感

じはいたします。 

 続きまして１２ページでございます。共生という観点では生物多様性基本法というのが

平成２０年にでき上がっておりまして、この目的の中で、豊かな生物多様性を保全し、そ

の恵沢を将来にわたって享受できる、自然と共生する社会の実現ということで書いてござ

います。基本原則として保全ということで多様な自然環境をしっかりと保全し、利用する

場合はその影響が回避され、または最小になるように、そして持続可能な形で国土・自然

資源を守るんだということが書いてございます。それの詳しい中身については生物多様性

戦略ということで、上から５つ目のところで書いてございますけれども、その策定義務が

法律で設けられまして、２０１０年につくられたものが現在生きておるということでござ

います。 

 この生物多様性戦略でございますけれども、１３ページ、ちょっとごらんいただきたい

んですけれども、ご案内と思いますけれども、昨年ＣＯＰ１０が愛知のほうで、生物多様

性のほうのＣＯＰでございますけれども、開かれまして、その中で愛知目標というものが

採択をされております。これを用いまして先ほどの２０１０をさらに改訂していくという

ことで、大きなビジョンとして２０５０年の自然との共生、それからミッション、使命と

して２０２０年にはそういう多様性の損失を食いとめるための緊急な行動を実施するとい

うことで、２０の個別の目標が掲げられてございます。例えば戦略のＡということでは、

生物多様性の主流化ということで、なかなか認知度が上がってまいりませんけれども、生

物多様性というものをしっかりと位置づけて、例えば目標の２にございますように、緑の

計画等でしっかり位置づけていくと。あるいは目標の４にございますように、河川・公園

事業等でしっかり計画を実施していくということがございます。それから戦略のＢという

ところで目標の５にございますけれども、生息域の損失速度を落とすということで、干潟

の再生ですとか、目標の８にございますような汚染を抑えるということで下水道の整備と

いったようなことが掲げられてございまして、これらの２０の目標をしっかりと進めてい

くことで多様性を確保していこうということが掲げられておるわけでございます。 

 それから１４ページでございますけれども、これは循環型社会ということで、これも基

本法が平成１２年にできてございます。左の箱にどういう社会かということで、循環型社
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会ということで１つは廃棄物の発生を抑制すると。２番目として循環的に利用すると。３

Ｒでリサイクル、それからリデュース、リユースということをやると。それから、適正な

処分を確保して環境の負荷を低減するということでございまして、それぞれ国・公共団体・

事業者等々に責務を課しているということでございます。一番下の基本的施策の左側の箱

の２つ目、３つ目でございますけれども、適正な循環的な利用と処分ですとか、あるいは

再生品の使用ということが掲げられておるわけでございます。 

 これの推進計画ということで、１５ページに計画を掲げてございます。平成２０年につ

くられたものでございますけれども、現状として最終処分量が減少して循環型社会の推進

に一定の効果はあるんですけれども、やっぱり３Ｒの徹底ができていないということがご

ざいます。それから、中長期的なイメージとしては低炭素、あるいは共生とあわせて持続

可能な社会を実現、この３つで実現していくんだということがうたわれてございます。各

主体の取り組みとしては、右のほうでございますけれども、事業者、３Ｒの徹底なり、廃

棄物処理の高度化ということが言われてございます。それから下のほう、国でございます

けれども、特に低炭素あるいは自然共生との統合的な取り組みをして、廃棄物で発電した

り、あるいはバイオマスを使ったりということを進めていこうということが、政府のほう

としては掲げられておるところでございます。 

 １６ページはこれから説明します瓦れきの利用で今まで使われている浚渫土ですとか、

コンクリートがらの例示をしておるものでございます。 

 本体のほうに戻っていただきまして、資料の３でございますけれども、総論というとこ

ろで提言の意義なりを書かせていただいております。大震災の被害、それから発電施設の

損壊ということで、いろいろ議論が投げかけられておるわけでございますけれども、２つ

目のパラにございますように、将来の世代のために良好な環境を形成し、引き継ぐ責任が

あるということでございまして、当部会として、環境に配慮しながらも活力を取り戻して

いくということを追求していかなければいけないということでございます。また、安全・

安心と環境の調和、あるいは環境に配慮した事業の実施、復興を通じた環境負荷の低減と

いうことを図るために低炭素、それから自然共生、循環型ということについての問題提起

をするんだということで総論でこのような意識を書かせていただいております。 

 それから下の３つでございますけれども、大きな考え方を二、三行で書いた後に箇条書

きでお示しをしております。ここについてはたたき台ということでございまして、本日ご

議論いただきまして、追加の論点等お出しいただいた上で文章化して形にしていこうと思
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っておりますけれども、低炭素のところでは先ほど申し上げました、ポツのところ行きま

すけれども、ガイドラインのほかに土地利用、それから環境対応車の導入、あるいは公共

交通をしっかりと入れていくというようなことを書いてございます。それから、住宅建築

のところにつきましては環境性能の高い住まい・オフィスの普及のためのＣＡＳＢＥＥ等、

今日も議論ございました「見える化」等の促進ということを入れております。それから再

生可能エネルギーでは風力・地熱というところは東北のほうがポテンシャルが高いことで

ございますので、こちらのほうにしっかり入れていくということでございます。 

 次のページに参りまして、自然共生社会ということでございまして、今まさに多様性の

破壊が進んでいるということで、今ご紹介しましたＣＯＰ１０の２０１０年目標を踏まえ

た推進が必要だということでございます。１つ飛びまして、被災地域では豊かな自然があ

るということで、生態系のネットワークをしっかり形成するということでございますとか、

防災におきましても今ある松林等の自然の持つ防災機能を活用することに加えまして、で

きるところでは多自然型な工法を用いていただきたいと。それから地殻変動等で使えなく

なった土地もございますけれども、こういう点につきましては、環境保全の面からも土地

利用についてご検討がいただけないかということを書いてございます。 

 循環型社会のところでは、特に今回震災で、現段階の試算で２,２００万トンという瓦れ

きが発生してございますので、これをしっかりと活用するということで、コンクリート塊、

木材、それから津波の堆積土砂、ヘドロでございますけれども、こういうものをしっかり

活用していくということでございまして、その下にございますように、堤防、公園、それ

から宅地の盛り土等にできれば、中の不純物等の関係ございますけれども、瓦れきをしっ

かり活用していけたらなということでございますし、農水省のほうでも木材のバイオマス

ということで発電等も検討が進んでおるようでございます。それから、なかなか、技術提

供等がされないと現地で進まないということでございますので、国としては技術提供をす

るように心がけますし、復興に際しましては特に木材を利用して推進をしていかなければ

いけないということで、論点として掲げてございます。これからご議論いただきまして、

しっかりとした形にできればと思っております。今日ご議論いただきましたら、また最後

にご紹介しますが９月に次の回を予定しております。ご意見をちょうだいしたところでま

た文章化をいたしまして、調整の上、９月にお出しできればと思っております。それで津

波防災まちづくり法案というものを今、国交省で検討中でございまして、これが秋口に方

針ができるということでございますので、９月に出してそれに間に合わせて、国交省の方
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針の中に環境の視点も取り入れていきたいということで、今日はご議論をいただきたいと

思います。説明のほうは以上でございます。 

【原田部会長】  ありがとうございました。先ほどの津波防災まちづくりの考え方のほ

うも、計画部会のほうの委員の意見をいろいろ入れて、かなり内容が変わって最後まとま

っていったと思いますが、同じように今日もこれをたたき台にして、皆さんから意見をい

ただいて、それを取り入れながらいいものにしていきたいということですので、ぜひ積極

的にご発言をいただきたいと思います。また名札を立てていただいて、大聖委員。目が合

いました。どうぞ。 

【大聖委員】  今回の災害で、非常に目立ったことの１つとしては、Ｇｏｏｇｌｅがク

ライシス・レスポンス・マップというのを公開しまして、これメーカーを超えて、道路の

交通困難なところと通れるところ、渋滞の状況が全部わかるようになっていったんです。

そういう情報を公開して、それを共有するというやり方というのは災害のとき非常に役に

立つと思いますので、ぜひそういう検討をリードしてやっていただきたいなと思います。

ＩＴＳですとか、ＩＣＴというふうに言われますけれども、平常時でも渋滞とか、あるい

は事故に伴ういろんな交通状況の変化というのもありますので、そういうことをやはり、

情報通信によってうまく解決していくということが、実は低炭素の中でも私は非常に大き

な、これから役割を果たし得るんじゃないかなと、その可能性をすごく期待しております

ので、ぜひその辺も協調して取り組んでいただければと思っております。よろしくお願い

いたします。 

【原田部会長】  はい、わかりました。ありがとうございます。では辻本委員。 

【辻本委員】  ありがとうございます。まず、紹介されたものの中に津波防災まちづく

りというのがこの間、計画部会のほうで議論されました。そのときにも少し気になったこ

とですが、その提言というのがいわゆる被災した、東日本地域の復興にかかわる話なのか、

この東日本震災というのはその地域だけでなくて日本全体にも大きなダメージを与えてい

て、日本が今後向かっていく方向性についてもダメージを受けて、そこからどんな風に考

えていくのか、すなわち将来の国土像を考えていくときのものでもあったわけです。環境

の問題も、復興に関する環境の問題というとらえ方とともに、東日本震災で、その地域の

環境の問題が、復興における問題がクローズアップされただけでなくて、日本全体として

今後向かっていくべき環境の問題としての視点がぐらついていないのかというところに大

きな課題があると思いますので、その辺を少し議論していただけたらと思います。すなわ
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ち、復興に当たってと言って、東日本の復興に当たって環境政策をどう考えるのかという

ことでなくて、東日本という震災を受けて皆さんの考え方に少し変化があり、なおかつい

わゆる環境というか、我々の活動のサラウンディングも変わってきたという意味で、今後

どんなふうに環境政策というのを考えていくのかというところをしっかり考えてほしいと

いうのが第 1 点です。 

 第２点は、我々は３つの大きな基本的な政策を固めてきた、環境政策については低炭素

と自然共生と循環型社会。その３本柱で区切ってお話をしていってほんとうにいいんだろ

うかというところ。すなわちその３つの話が、どこかにも書いていましたけれども、うま

く連携したといいますか、相互に考えるべき施策を今後とっていって持続的な社会を目指

す環境政策であるべきだ。すなわちこの３本柱の話ばかり独立にそれに沿って物を考えて

いくだけでなくて、やはり持続性という視点の中でこれらを融合した話をうまくつくって

いくことが大事ではないかという気がします。すなわち、３本柱がうまくできているので

その３本柱に沿ってやっていかなければいけないことを考えていくということは非常にや

りやすい方向だし、そういうふうに我々がつくってきたのだけれども、せっかくここまで

来たらその３つがうまく連携して持続性につながるような展開をお願いしたいと思います。

そのときに、総論の中であまり、そういう持続性というワードが入っていなかったような

気がします。それぞれが書いてある。で、そのときに安全・安心と環境が調和し、という

ふうな問題ということになります。持続性という視点からすると、環境の問題も我々の持

続性が脅かされていて、持続性に対する脅威に対して安全とか安心とかという考え方がで

きるということが１つの視点ではないのかという気がします。すなわち自然共生、低炭素、

循環型も、防災という視点での安全・安心を超える、我々のサステナビリティーに対する

脅威への安全・安心の問題だという形で、少しこの際レベルアップしていくべきかなとい

う気がいたしました。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。松尾委員。 

【松尾委員】  有り難うございます。ここで提示されている論点メニューの中には、自

治体が責任を持ってやることになっている構造のものが多いのではないかと思うのです。

例えばここで低炭素都市づくりガイドラインなんていうのがあっても、それを自治体がほ

んとうに取り組めるのかどうかという点が明らかでないと、実施の上では問題が残ると思

います。場合によっては交付金みたいな格好になってしまったときに、都市計画の方から

やった方がいいですよといっても自治体がお金をそういうふうに使わないという可能性も、
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出てきているのではないかと思うんですね。場合によっては法律の全体の構造を変えない

とここで議論している方策が実際の現場には行かないのではないかと思うのです。例えば

私は下水道が近い専門になりますが、下水道は基本的に自治体が責任を持ってやるんだと

いうふうになっていますから、下水道の法律の目的規定等を含めて多少変えてくれないと、

エネルギー的な問題を下水道が扱うとか、ディスポーザーを入れるような実験をやってみ

たいというようなことができにくくなってしまっている。そういう意味でもうちょっと、

ここに書いてあるメニューをほんとうにやるためには、そういう意味での現行の法律をか

なり超えたことを期待しているのではないかと、実は思うのですが、その辺に対する手立

てがちゃんとないと、ここに書いてあるのは絵にかいたもちになりかねない。その辺で自

治体に任せられている、あるいは自治体がやろうとするようなことに対して、国との関係

がどういうふうに今後なってくるのか。特に自治体が地域主権みたいなことを主張するこ

ととの関係ですね。今でも多分既に、復興会議のいろんな計画と自治体が考えている復興

計画とは、ずれが出ているところもあるんじゃないかと思うんですが、そういう意味での

全体のバランスをどう取っていくのか、法律についてもある程度改正の方向のコメント出

していくようなことまで考えていくのか、伺いたいと思うのです。具体化する上での問題

点をどんな風に考えてこれらのメニューが出てきているのかという点に疑問を持つのです

が。 

【原田部会長】  ありがとうございました。先ほど発言いただいていない浅野委員。順

番はそれでとりあえず。 

【浅野委員】  ありがとうございます。この計画部会のほうのまちづくりの考え方にも

参加しているんですけれども、ややもするとこういう緊急な提言のときには、これは誤解

を招きたくないんですけれども、内向きな専門的な議論が多くなるんですね。ただ、社会

が求めているのはもう少し明確な方向性を示すような何かを求めていると思います。しか

も緊急性を持って、すぐ向かえるような、確信が持てるような何かを求めていると思う。 

 今度のこの環境部会の中の大震災に当たっての復興というときにも、できたら今伺った

３本足の中で、内部で議論したものをもう少し明確に表現して、当面こういうふうなこと

だけ、あるいはこういうことを中心として、考えをまとめることによって将来とも整合性

はあった考え方になるんだということを、できるだけ少ないキーワードで表現するような

こと、これができたらいいなと思っていますね。ですからなるべく専門性を排除して、し

かも県とかそういう地方行政のところにも運用ができやすいような何かをやっぱり、選ん
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でいくことが重要だと考えます。 

【原田部会長】  ありがとうございました。では奈良委員、お願いします。 

【奈良委員】  大変に、震災があったところで環境の先進都市づくりというのはすばら

しいことだと思います。ただ見ていて、都市計画等の話だと思うんですが、やはりこの震

災で環境の考え方のベンチマークも変わってきたと思うので、安全と環境はどのようにし

てトレードオフがあるのか、あるいはシナジーがあるのかとか、そのあたりの安全と環境

のつながりもやはり見えるようにしておいたほうがわかりやすいかなと。先ほど参考資料

の１１ページで対策メニューを見せていただいたのですが、安全というのとどういうふう

にうまく整合とか、あるいは相反しているのかというのはちょっと見づらかったので、で

きればせっかくのチャンスですので、そういうのが見えるようにしていただければ、さら

に施策としてわかりやすいのかなと。もう１つは、施策として決めているわけですので、

スケジュールが見えないんですね。短期的にやるべきこと、長期的にやるべきこと、中期

的でもいいですが、ですからすぐ今やること、あるいはもう少しよく考えてやることとか、

そのあたりの区別もあったほうが考えやすいというんですか、施策として見やすいのでは

ないかなと思います。それと、もう１つはやはり、施策ですので評価すべきポイントがあ

ると思うので、評価すべきときですね、例えばこれ、今ＬＣＡ等でいろんな分野でのメニ

ューでいろいろな技術が出ているんですが、ＬＣＡ的に考えてほんとうに環境にいいのか、

悪いのかというチェックもされたかどうかとちょっと聞いてなかったので、できればそう

いうＬＣＡで考えたときにほんとにこれが環境負荷の低減に役立つかどうかという吟味も

少しあったほうがわかりやすいかなと。この３つの点、ちょっと意見ということでお願い

します。 

【原田部会長】  ありがとうございました。じゃ、進士委員。 

【進士委員】  自然共生という言葉が多分当たっているんだと思うんですが、今回の東

北地域というのは自然と上手に、うまくつき合ってきたというふうに一般にも言われてい

ますし、実際にイグネのような住まい方というのをやってきた地域が結構あるわけですね。

ですから今、浅野先生がおっしゃったような意味で言うと、わかりやすくというのは多分

そういう、彼らがぴんとくる昔からの住まいの中で、環境とも上手につき合ってきて、そ

れで今の災害のようなもの、津波のようなものともつき合ってきたというコンセプトを、

少し被災地に置くと。そうでないと今の環境配慮ってこちらから、地球環境問題から落と

していって、この忙しいときにそこまで要求するのかととられかねないという意味での気
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配りは全く同感であります。１つはそれです。 

 それからもう１つは、ただそういいながら、プロがこれから仕事を、復興計画でも何で

もやるわけですが、そのときにも先ほどどなたかおっしゃっていた、情報の整理が今は大

分整ってきているわけですから、ＧＩＳのようなデータ、地理情報が相当緻密にできてき

ているようですから、私が希望したいのは、従来の都市計画ではやっぱり機能的な、交通

の動線とかそういうことをやってきたのですが、自然的な基盤についての配慮はやっぱり

弱かったんですね。エコロジカル・プランニングみたいな話ですね。今回の東北地域はや

っぱりそこがベースだと思います。それは震災や津波のことも今後も意識しなければいけ

ないし、それから東北ならではのまちづくりをやっていくためにもそこが非常に重要なポ

イントだと思っていまして、そういう意味で土地利用の基礎調査として、そういう既存の

情報を上手に使いながら、それをプランナーたちに地理情報を丁寧に提供する形を早くつ

くって、そんなに手数かからないでも、どんどんプランにそれを反映できるようにしてあ

げるという、そういうサポート体制も私は非常に重要なことではないかと思っています。

以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。崎田委員。 

【崎田委員】  ありがとうございます。今回、復興支援するときに、例えば住宅とかさ

まざまな建物を建てるにしても、エネルギー源をどうしていくかということを先に、かな

り早い段階で決めていかないといけないということがあると思うんです。いただいた資料

にも太陽光や風力、地熱などを活用してと書いてありますけれども、もう１つ視点として、

その地域に根差して、その地域にある未利用の自然資源を徹底して活用するとか、やはり

そういう視点を持っていくというのが大変重要なのではないかと思っています。そうすれ

ば、例えばここに書いていないバイオマス資源をきちんと使い切ることで、建物をつくる、

あるいは間伐材などはきちんとエネルギーにするということで森も守られて家も建つとか、

そういう全体図が見えてきますので。あと先ほどお話にも出ましたけど、下水道汚泥のエ

ネルギー活用もこれから非常に大事な視点といわれていながら、今までなかなかできない

というのもありましたので、そういう地域に根差した資源をどういうふうに活用して、エ

ネルギー自立分散型の町をつくっていくかということを先に少し考えていく、そのときに

できるだけ地域の方にきちんと入っていただいて計画を立てて、その方向性をきちんと国

なり専門的な機関が応援するという形をとったらいいと思います。そのときに、今いろい

ろな自治体に伺うと、あまりにも、やることが多過ぎて、将来計画を立てるところに人が
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割けない、そういう専門職員が窓口業務をやっているのが現実だとおっしゃいます。です

から例えばそういう、ほんとに地域に根差した地域計画を立てるような要員をどうやった

ら応援できるのか、それは総務省さんとも協力しないといけないと思うんですが、その辺

をちゃんと支えていくというところも大事なのではないかと感じています。 

 なお、環境という分野、非常に広いですけれども、例えば今回、原子力発電所以外に放

射線影響が広がってしまったという初めての、日本で初めての事態の中で、土壌の放射線

影響とか、下水汚泥に影響しているとか、こちらの国土交通省の管轄の分野でも影響が出

ておりますので、そういうこともきちんと処理、処分ができるようにみんなで考えていく

ような視点を持っていくことも大変重要なのではないかと感じています。よろしくお願い

します。 

【原田部会長】  じゃ、髙村委員。 

【髙村委員】  ありがとうございます。先生方のご意見と重なるところが多うございま

すけれども、震災の復興地域を想定して申し上げますと、この案文の書き方といいましょ

うか、打ち出し方という点で、復興地域が復興に当たってどういう土地利用の計画を持っ

て、どういう都市計画を持ってまちづくりをしていくかが今、当座のこの場面においては

非常に重要な課題となっていると思います。その中にここで掲げてくださっております３

つの「社会像」といいましょうか、これをどう盛り込んでいくか。これらを「計画の中身

に盛り込むべき視点」という形で整理をしていくのがよいのではないかと思います。その

際に、進士先生がおっしゃいましたでしょうか、全く同感で、これをこのまま出しますと、

この状況においてこういう課題もまだやらなきゃいけないのかという受けとめをされて終

わってしまうのではなく、むしろこれがその地域の今後の復興にどう便益になるのかとい

うことを丁寧にやはり書く必要があるのではないかと思います。例えば、再生可能エネル

ギーの議論がございますけれども、例えばそれが新しい産業につながるとか、雇用につな

がるとか、エネルギーコストが下がる、そうした便益を丁寧にやはり書き起こす必要があ

るのではないかという点が１つ目でございます。 

 ２つ目はこれは崎田先生が今おっしゃった点ですけれども、再生可能エネルギーのとこ

ろで非常にやはり重要な点と思いますのは地域のポテンシャルをどのように活かしていく

か、そのことが非常に重要だと思っておりまして、それはまさに土地利用計画にもかかわ

ると思っております。私が知っている研究の１つで、バイオマスに関して、実際にその資

源と、それが実際に使われる場面とが距離的に近接性があるということがその成功の１つ
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の要因だと分析しております。そういう意味で土地利用のあり方とも非常に密接にかかわ

っておりますので、その地域の再生可能エネルギーのポテンシャルを踏まえた上で、地域

の土地利用計画の中に十分に生かされるべきだと、そうしたメッセージを送ることが必要

ではないかと思っております。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。谷口委員。 

【谷口委員】  私もほかの先生方のご意見と重なっているところが多いんですが、例え

ば、私、専門が公共交通なのですので、１ページの低炭素社会の２つ目のポツのところに

１行目には「防災・減災機能を付加した、交通体系の構築を目指す」とあるんですが、そ

の次の文章から、「併せて」から４行、「実現の両立を図る」までは、震災とはほとんど関

係がないというか、ふだんの交通政策審議会の環境部会でもこういうことを書いておられ

たと思うので、今回明らかになったことの１つとして、震災で明らかになったことの１つ

として、自動車依存社会というのがもう限界ですねということがわかったと思うんですね。

交通渋滞もひどかったですし、ガソリン不足ですごい列ができたりとかしてましたし。そ

れは被災地ではそういうことが起きていて、一方で大都市の、関東の都心では自転車やス

ニーカーが売り切れたとかですね、公共交通が全部とまってしまって、電車がとまってし

まって、都心の帰宅困難者が９万人とかそういう問題が出ていました。その中でバスは動

いていたとか、自動車依存も限界ですけれど、電車だけに依存するというのも結構つらい

のかなということも明らかになったと思うので、その辺の、何かに依存し過ぎるのはいけ

ないということをほどほどにやっていけばきっとそれが防災、災害に備えることになって、

さらにそれが低炭素につながるという順序でこれを書いたほうがいいのではないかと思い

ました。今は３本柱の枠組みで、そこからちょっと復興につながるようなことをちょろっ

と書いているという感じだと思うんですけど、その順番を逆にしたほうが東日本大震災か

らの復興に当たってというこの資料３のタイトルとしては適当なのではないかと思いまし

た。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。マリ委員、お願いします。 

【マリ委員】  遅く来まして済みません。今のいろんな先生方のお話もほんとに同感に

思うところもたくさんあります。そして、震災が起きてから２日目から私たち、やってま

すグループが復興支援を始めましたけれども、そのときに私たちがまず連絡いただいて言

われたのが、「寒い」と。毛布がない、食べるものがないって言われたときに、どうやって

現地に入ろうかって悩んだときに、山形が一番近かったので、山形からトラック会社にお
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願いして入っていただいて、２日間はずっと物資を届けることができたんです。ちょうど

若林地区だったんですけど。ただ、３日目からはもうガソリンがないって言われて入れな

くなりましたと。入れなくなったって言ったときに、地元の方々がいろんなひっくり返っ

ている車からガソリンを引き出しますから、集めて、うちのほうから車を出すから出して

くれって言われて、そのうちにもちろん国のほうが動き始めたのでもう私たちのほうもあ

まりそんな緊急的なことを動く必要なかったんですけれども、それからはずっと支援をさ

せていただいている中で、おとといも行ってきたんです。 

 一番最初に行ったときと今と、一番大きな違いというのは瓦れきが道路から片づいては

いるんですけれども、石巻周辺ですともう町が平らなんですね。それを都市として復興支

援をしていこうとしたときに、インフラ整備から始めて、上下水道から始めて、電気から、

そしてそういうものが全部整わないともうまちづくりってできないような状態になってい

るところに、環境に優しいということをあまりにも強調し過ぎてしまうと今度彼らにとっ

てみても手上げの状態の上にまた手上げになってしまって、お金はもちろん自治体で、公

共的な建物に関してはそれは当然やるべきですし、することだと思うんですけど、一般の

市民の方々にとっては、どこからそのお金が出てきて彼らは何ができるのかということだ

と思うんです。実際に見ていても、おそらくどんな町のプランナーが行っても、どこから

手をつけようかというところからまずスタートすると思います。ですのでまちづくりをも

うほんとに根本的から始めなければいけないということと、都市型のまちづくりというの

が果たして地域にとって今までよかったのかということも含めて考えていかなければいけ

ないので、あんまり今までは、昔よく言われていた金太郎あめ現象みたいな形で、どこの

町もこういう形にならなければならないということをなるべく押しつけないことが重要だ

と思いますし、地域地域が自分たちにとってよいまちづくりを自分たちで考えて、どうぞ

ご自由になさいと言ってさしあげられて、そして国が支えますよということを、もっとこ

ういう緊急事態の地域であるだけに特別な地域としてみなしてやっていただけたほうがい

いのではないかなと思います。 

 それと、地震前の問題でもあると思いますけれども、ほかの地域には今こういうことも

あるんですが、幾つかの避難所に行きまして、もちろんいろんな方々とお話しさせていた

だく機会があって、私が非常に印象に残っていたのが、ある避難所に行きましたらおばあ

ちゃんがどうしても自分は避難所から仮設住宅に動きたくないと。おばあちゃん、どうし

て動きたくないんですかって、たまたま世間話的にお話ししていたらば、だって今のほう
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が楽しいもんっておっしゃるんですね。どうしてですかって聞いたらば、だってたくさん

の人が来てくれるし、声かけてくれるし、楽しいよって。もちろん彼女も地震があったこ

とに関しては非常に、周りの方々が亡くなられたことをとても悲しんではいましたけれど

も、彼女の言葉の間あいだには、自分の子供がどこかの都会にいて、子供が震災が起きて

から一番多く会いに来てくれると。そして周りの方々の中には、とにかく今まで声もかけ

てくれなかった人が声をかけてくれる。そして食べ物をちゃんと持ってきてくれるし、面

倒を見てくれると。今までひとりでずっと生活していた中で孤立をして、朝から晩まで一

度もだれとも声を聞かないような日々が続いていた中で、これが日本の今の現状だと思う

んです。これは地震がなくても。そういう中でこの震災が起きたことはもっと悲惨なこと

で、中には隣に人が住んでいたことも知らずに、助けることもできないで亡くなってしま

った方々もいらっしゃるわけですから、そういう点では環境も含めて、人々とのつながり

をいかにもたらせてくれるまちづくりをしていくということが大変重要だと思いますので、

あんまり地震の復興ということだけに特化するのではなく、地震前の、今の私たち、地震

に遭わなかったところのまちづくりということも一緒に考えていかないと、おそらくまた

同じことの繰り返しになってしまうのではないかと思うんです。周辺地域にはほんとうに

防災訓練をまめにやっていた地域はほんとうに人々が亡くならずに済んだ地域もあるわけ

ですから、そういうところからのソフトというものをもっときちっと入れたほうがいいの

ではないかと思いますし、ほんとにハエがひどかったですし、今回。もう車の扉をちょっ

とあけるだけでもハエがどんどん入ってくるような状況の中で皆さん今生活していますの

で、そういう点ではもちろん環境とか虫とか、生物多様性ってほんとにすばらしいことで

すし、それを私たちがほんとにそういうものに手をかけられるような社会をつくっていく

上においてはとてもすばらしい目標であると思うんですけれども、今の現状というものを

どうしていくかということを私はもっときちんと考えていただきたいなと思います。 

【原田部会長】  ありがとうございました。麦田委員。 

【麦田委員】  本日、初めて参加させていただきましたので、この提言の位置づけが私

はわからないもので、それを含めて教えていただきたいのですが。第一に、この提言はだ

れあてにつくっているのかという点です。この両部会の上部の両審議会あてにつくってい

るのか、あるいはもっと違う、国あてに直接出すのか、あるいは国民に向けて出すという

そういうことなのかというのが、どうもあて先がだれに向けているのか、よく見えないと

いうのがあるものですから。それから何のためにというのがありまして、現在の東北で困
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っている方たちの現時点のことに対してこの提言を出すのか、あるいはこの提言が９月、

１０月という、ある程度進んだ時点でのことなのか、あるいは先ほど話ありましたけれど

も、これを受けて日本全体に向けてのことに対して提言をだすのかということがよくわか

らないものですから。一方、これを企業で見るとこの提言が出たときに企業に対してどう

いうことが降りかかってくるかなと考えたりしますけれども、非常に具体的なところで環

境対応車とか、小型モビリティーとかあったりしますので、企業としてはこれらの更なる

導入を求められるのではないかと。あと、後ろのほうの循環型では今回の災害廃棄物のこ

とについて、コンクリートとか木材とかありますが、これらは別に今回だけではなくてい

つでもあることですし、特に、今回の東日本大震災のことだけを考えれば、廃棄物につい

てほかと全然違うというのは、塩害、塩を含んでいるということとか放射性廃棄物を帯び

ていることとか、非常に広範囲にあるとか、阪神・淡路以上に大量であるとか、全くその

特性が違うと思いますので、もしそういう細かい運用面のことまでこの提言をするのであ

れば、もう少しきめ細かい書き方があるかなということです。繰り返しですけれども、目

的と対象者というのがもう少し絞れれば、すっきりできるのかなという感じはしました。

以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。札が立ってました。大塚委員。 

【大塚委員】  よろしいですか。４点ほど簡単に申し上げたいと思いますけれども、簡

単に申し上げます。髙村委員とか崎田委員の議論に近いのですけれども、この資料３の１

ページの総論の１０行目ぐらいに出てくるこの「安全・安心と環境の調和した計画、環境

に配慮した事業の実施」とずっと書いてあって、「と考え」って書いてあってこの「低炭素

社会と自然共生社会と循環型社会」というのが突然出てくるようなところがあって、この

「考え」の後の点の後が、どうしてこれがすぐ出てくるのかよくわからないところではあ

るのかなと思います。つまりこの低炭素社会と自然共生社会と循環型社会の３つとそれか

ら安全・安心というのが実は直結しているわけでは必ずしもないと思うんですけれども、

そこの関係がよくわからないし、先ほどいろいろご意見ございましたけれども、安全・安

心のことが防災のことを意味しているとすると、ちょっと必ずしも低炭素社会とかこうい

うのと、シナジーの場合もあると思いますけれども、必ずしも同じ方向を向いているとは

限らないので、その辺はもう少しわかりやすく書いていただくほうがいいかなと思いまし

た。 

 それから２つ目ですけれども、髙村委員も言われましたように、震災に遭った方にこれ
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を出すと考えるとすると、ちょっとやっぱり、非常に抽象的に物事を書いているような感

じに受けとめられる可能性があって、そんなことを言ってられないというところがあるか

と思いますので、実際にその災害に遭った方の立場でちょっと書いていく必要があると思

いますので、再生可能エネルギーのことを地域との関係で書くとか、それによってメリッ

トがあるということもぜひ書いていただくといいと思います。 

 それから第３点ですが、循環型社会のところはこれはこのままでいいんですけれども、

先ほど崎田委員が言われたことともちょっと関係しますが、放射性物質を含んだ災害廃棄

物については、循環がいいかどうか、ちょっとわからないところもあるものですから、リ

サイクルという言葉はちょっと、環境省のほうのガイドラインみたいなのをつくるときに

はリサイクルという言葉はやめてもらったんですけれども、８,０００ベクレルを超えるも

のはとにかく保管しておくという状況ですので、あまりこんなものでリサイクルしてもら

ってもちょっと、新しい風評損害を生むようなところもあるものですから、もし放射性物

質も含んで何か書くとすれば、ちょっとその辺は気をつけていただいたほうがいいかなと

思います。放射性物質を含んだ土壌の問題もありますけれども、どこまでお書きになるか

ちょっとよくわかりませんので、ほんとうは書かないといけないと思いますけれども、ち

ょっとそこが、そもそもこの中に入れるのかどうかはちょっとお伺いしたいところです。 

 もう１つだけですが済みません。自然共生社会の実現のところは、非常に抽象的で、ほ

かの部分に比べても抽象的で、もう少し実際的なところを書いていただく必要があるかな

と思いますけど、たとえば今回、自然地域ですね、国立公園とかで被害を受けているとこ

ろがたくさんあると思いますけれども、そういうところでどういう問題が起きているかと

いうことを踏まえたことを書かないと、これだけだとちょっと、あまりにも抽象的という

ことになっちゃうのかなということはちょっと心配します。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。コメントと同時に質問も幾つか出ましたけ

ども、時間の関係もありますので答えられるところで少し、ご回答いただきたいと思いま

すが。 

【加藤環境政策課長】  まず、誰宛につくるのか、何のために出すのかというご議論が

ございましたけれども、もちろん要は先生方のご意見で決まるわけでございます。前回の

ご議論の中で事務局として考えたのは、今まさに復興のいろんなプランを立てていらっし

ゃるときに、まさにシナジーでなくて反対を向くかもしれないときに、環境としてはこう

いう点が大事だよということはやっぱり訴えておかなければいけないということをおっし
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ゃったと思います。従ってまずは国民向けではありますけども、東日本大震災を受けて、

復興のいろいろな取り組みなり計画をされている自治体の方とか、携わってらっしゃる方

に対して出すものではないかと。そしてメーンのターゲットは今回の東日本大震災に当た

っての考え方であって、ただそれだけではなくて辻本先生もおっしゃるように、日本全体

としてどうかという議論があるので、それにつきましては別途、計画部会のほうで全体の

重点計画をやっていますので、むしろそちらのほうに反映していくべき点なのかなと考え

ております。もちろんここで書いても結構なんですけれども、そういうふうに整理をして、

私どもとしては東日本のということで書かせていただいております。 

 それから出しましたものは強制的に法律もつくってやれるのかみたいなご議論もいただ

いたんですけれども、その中でもありましたけれど、なかなか法律を使って強制的にとい

うこともできるような議論でもありません。また、おっしゃるように、まさに今、復興で

大変な目に遭ってらっしゃる方に、ああだからこうしろということではなくて、こういう

視点は気をつけていただきたいというようなメッセージとして我々としては出していくべ

きではないのかなと思っております。それからきめ細かに書けてないとか、現状がしっか

り把握できてないかという点はまさにご指摘のところでございまして、そこはまさに今日

ご議論いただいたところでさらに、大きな方向性が書いてある中で、具体の議論をどうち

りばめていくかということでございますので、ご議論を受けて案文なりを整理をさせてい

ただきたいと思っております。 

 それから雇用とかコストダウンとか、どういうふうにつながっていくのかということを

丁寧にということは、しっかり整理する中で書かせていただきたいと思いますし、ＬＣＡ

だとかその辺につきましてはどこまでできるかどうか、今後ちょっと検討してみたいと思

います。とりあえず、そういうことです。 

【原田部会長】  よろしいですか。いろいろな意見をいただきました。これはまた議事

録でも整理して、もう一度よく整理をした上でお答えを考えていくということかと思いま

すが、その点はいいですね。 

 そうすると一応議論いただきましたが、よろしいでしょうか。 

【佐和部会長】  一言。 

【原田部会長】  じゃ、佐和先生。 

【佐和部会長】  資料３の低炭素社会のところですけれども、要するに、ほとんどの建

造物が失われたところに、新しい町づくりをするわけですね。コンパクトシティづくりと
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いうことがかねて言われきておりますが、既存の都市をコンパクト化するのは、土地所有

権の問題等があって非常に難しいですよね。半面、被災地の場合、当該地域の住民の合意

形成が図れれば、町の真ん中に公共的施設、ショッピングセンターなどを集中的に配置し、

その周りに地域の住民が住んで、自転車か徒歩で、買い物他の用足しを済ませることがで

きるというのが、コンパクトシティの枠組みですよね。コンパクトシティを鉄道で数珠つ

なぎにして、都市間の移動は鉄道で、都市内の移動は徒歩、自転車、あるいは小型の電気

自動車で済ませる、都市内の公共交通機関は電気バスが最適ではないでしょうか。人口が

５万ないし１０万ぐらいだと、例えば２０分間隔で主要通りに市バスを走らせるのでは採

算がとれない。町の中心に向けて放射状に走る公共交通機関としての電気バスを上手く走

らせれば、経済的にも成り立ち得るんじゃないかと思う。ただし、今申し上げたようなコ

ンパクトシティづくりは理想なのですが、問題となるのは土地所有権だと思います。町の

真ん中に公共施設をつくりましょう、駅を中心とした半径５キロ圏内にほとんどの人に住

んでもらうといった町づくりはすばらしいことですが、市が所有する土地と、個人の私有

地をどのようにして交換するかといった具合に、非常に難しい問題を解決しなければなり

ません。 

【原田部会長】  多分、復興構想会議を受けた１つの議論の中で、全体の土地を買い上

げるとか買い上げないとか、そういう議論の中でいろいろ、またお話があると思いますの

で、この部会でそのことについてどうというのはちょっとあれかもしれませんね。ただ、

今、佐和先生が全部更地になった中でということなんですけど、今回は津波防災まちづく

りというのを重要視するところで、いわゆる高台移転をしたいけれども、高台移転をする

場所が限られているという中で、今までの土地利用の区分を超えて、都市的な土地利用と

自然的な土地利用と、より広域的に一体的にワンストップで、土地区画整理の大きなもの

をするとかいろんな提案が今出ていますので、そういうものにあわせて、ここでは環境部

会のほうで環境的な考慮をしていただくという、そういう姿勢でこの提言をするというも

のだというふうに、僕のほうは理解しています。ただ皆さんにご指摘いただいたように、

書かれるほうから言うといろいろと配慮が足りない表現とかそういうことがあったと思い

ます。確かに地域にとってもメリットがあるという形のもので整理しないと、なかなか環

境のことだけで書いても受け入れられないんだという、そういう意見が一番強かったと思

いますので、その辺はまた、今日いただいた皆さんの意見も踏まえてもう一度整理してい

きたいなと思っています。 
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 それではちょっと時間的には、今日の議論としてはこれぐらいにさせていただいて、全

体、僕もちょっと今しゃべってしまいましたけれども、今後の進め方も含めてご説明いた

だければと。 

【松尾委員】  原田先生、一言だけなんですが、さっき私が申し上げたのはね、法律を

つくれと言っているんではなくて、自治体の人がやっぱりやりやすいような、それが判断

されるんだからそこに対してちゃんとメッセージがうまく伝わることが必要だということ

を申し上げた。もう１つはやっぱり法律の目的の中で少し拡大して考えないといけないよ

うなことがいろいろ書かれているのではないかと思うんですけどね。コンパクトシティっ

ていうのは土地の所有権まで含めて、何とかしないとできないことまで書いてあることが

あるわけです。そういう意味で現在の法律の枠の中でどういうことができて、そのために

はその法律のそこをどうしなければいけないのかっていうことは当然出てくるんじゃない

かということを申し上げたので、何もその、自治を破壊してまで国が法律をつくれという

ことを私は申し上げたんじゃないということはちょっとご理解いただきたいと思います。 

【原田部会長】  はい、十分にご理解していると思いますので、済いません。よろしく

お願いします。 

【永田交通環境・エネルギー対策企画官】  本日は時間が限られている中で多くのご意

見をいただきましてありがとうございました。 

 資料３の案文につきましては、本日いただきましたご意見に加えまして、ご欠席の委員

からもご意見をいただきたいと考えております。また、追加のご意見がございましたら、

１週間後までをめどに事務局までお送りいただければと思います。その後、原田部会長に

ご相談して、文章を整理して、次回会議開催前に再度調整させていただきたいと存じます

ので、よろしくお願いいたします。 

 次回の開催については９月ごろを予定しておりますが、開催の際には日時等について改

めてご連絡させていただきます。以上です。 

【加藤環境政策課長】  それではこれをもちまして会議を終了させていただきます。ど

うもありがとうございました。 

【原田部会長】  ありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


